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オンザジョブ・トレーニン

グ 
PCU Project Coordination Unit プログラム調整室 

PDM Project Design Matrix 
プロジェクト・デザイン・
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1 （集落レベルにおける住民参加型自然資源管理モデル） 

評価結果要約表 

１．案件の概要 

国名：ネパール連邦民主共和国 案件名：地方行政強化を通じた流域管理向上プロジェクト 

（1）所管部署：ネパール事務所  

※本調査は地球環境部森林・自然環

境保全第一課が所管して実施 

援助形態：技術協力プロジェクト 

（2）協力期間： 

2009年 8月～2014年 7月（5年間）

先方関係機関：森林土壌保全省（MoFSC）、土壌保全流域管理

局（DSCWM）、地方開発省（MoLD）、対象 8 郡土壌保全事務

所（DSCO） 

１－１．協力の背景と概要 

ネパール連邦民主共和国（以下、「ネパール」と記す）の人口の約半数が居住する中山間地では、

急峻な地形による農地の土壌流出や斜面崩壊による生産性の低下、インフラストラクチャーの未整備

から、住民の多くは貧困層であるとされる。貧困を背景にした森林の無計画な伐採も土壌流出の原因

となっており、住民の生計向上と緑化、森林保全を含む土壌保全･流域管理の取り組みは、貧困対策、

社会的弱者対策の面からも今後一層推進する必要性が高い。 

このような背景から、国際協力機構（JICA）は｢村落振興･森林保全計画プロジェクト（1994 年～

2005 年）｣を実施し、プロジェクト実施機関の DSCO の事業実施管理能力の強化とともに「サビハ

（SABIHAA）モデル1」をネパール側のシステムとして定着させるに至った。他方、プロジェクト終

了後も DSCO が貧困農民支援（2KR）見返り資金により普及･展開事業を実施しているものの、事後

モニタリングの結果、広域な〔村落開発委員会（VDC）を越えた〕流域を単位とした事業計画が実施

されない、また、DSCO の対応可能な範囲を超えた多様な落開発ニーズ（歩道･車道の開設･修繕、学

校の修繕、識字学級の開催等）に応えきれていない等の新たな課題が明らかにされた。 

このことから、ネパール MoFSC 傘下の DSCWM は、現在の地方自治強化の流れを念頭に置きつつ、

住民参加型の流域管理事業の実施体制の向上と改善された事業実施体制の下で事業を実施していく

プロセスを通じ、VDC 及び郡開発委員会（DDC）等の地方行政機関との相互協力･連携を視野にいれ

た広域流域管理と総合的村落開発を実現することを重視し、ネパール国政府からわが国政府に対し技

術協力の要請がなされた。これを受け JICA は、DSCWM をカウンターパート（C/P）機関として、｢地

方行政強化を通じた流域管理向上プロジェクト｣（以下、「本プロジェクト」と記す）（2009 年 8 月か

ら 2014 年 7 月）を実施している。 

本中間レビュー調査は、プロジェクト開始後約 2 年半が経過した 2012 年 1 月、ネパール関係機関

と合同で本プロジェクトの目標達成度、成果等を評価 5 項目に基づき確認･分析するとともに、今後

のプロジェクト運営を進める上での課題及び今後の方向性について確認し、合同評価報告書に取りま

とめ、合意することを目的として実施された。 

１－２．協力内容（改訂プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）1.8 版に基づく） 

（1）上位目標：MoFSC と MoLD のイニシアティブにより、プロジェクト対象以外の郡において暫

定地方自治体と DSCO の協働による参加型流域管理事業が適用される。 

（2）プロジェクト目標：プロジェクト対象 8 郡において、暫定地方自治体と DSCO の協働による

参加型流域管理事業が実施される。  

 



 

 

（3）アウトプット： 

1. 対象郡の DSCO 職員の参加型流域管理事業の実施能力が向上する。 

2. 対象地域住民の参加型流域管理事業と地方行政に関わる能力が強化される。 

3. 地方行政ラインに基づき、参加型流域管理事業の実施体制〔VDC、DDC、集落調整委員会

（WCC）等の連携〕が強化される。 

（4）投入（評価時点） 

①日本側 

   専門家派遣：シャトル型専門家派遣： 4 名  

   機材供与：約 456 万円  

ローカルコスト負担：約 1 億 3,000 万円（1 年次～3 年次合計） 

（一般業務費、ローカルコンサルタント庸上費、工事費等） 

研修員派遣（第三国研修）：31 名 

②ネパール側 

 主な C/P 人材の配置：13 名 

（MoFSC 次官補：プロジェクトダイレクター、DSCWM 局長：プロジェクトマネジャー、MoLD

課長 1 名、 

DSCWM 職員 2 名、対象 8 郡 DSCO 所長 8 名） 

 土地・施設提供（専門家、プロジェクトスタッフ事務所他） 

 プロジェクト運営費：約 5,700 万円 

（2010 年度対象 8 郡での SABIHAA モデル複製事業費含む） 

（モチベーター雇用費、C/P の旅費、会議費、車両用燃料一部負担） 

２．レビュー調査団の概要 

団員構成 日本側 

（団長/総括）睦好 絵美子 JICA 地球環境部

森林・自然環境保全第一課長 

（流域管理）岩佐正行 林野庁経営企画課

企画官 

（地方行政/村落開発）宗像朗 JICA 国際協

力専門員 

（評価計画） 吉倉利英 JICA 地球環境部森

林自然環境保全第一課 特別嘱託 

（評価管理(1)）菊地健士 JICA ネパール事

務所所員 

（評価管理(2)）Mr. Narendra K. Gurung JICA

ネパール事務所所員 

（評価分析） 白井和子 株式会社 VSOC 

ネパール側 

Mr. Narayan Bahadur Thapa, Under Secretary

MoLD 課長 

Ms. Radha Wagle, Assistant Planning Officer, 

MoFSC 企画事務官 

Mr. Indra Bahadur Malla, Monitoring Officer, 

MoFSC 土壌保全局モニタリング担当官 

調査期間 2012 年 1 月 19 日〜2 月 9 日 

３．調査結果の概要 

３－１．実績の概要 

プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標：プロジェクト対象 8 郡において、暫定地方自治体と DSCO の協働による参加型

流域管理事業が実施される。〈アウトプットの達成度、活動の達成状況は本文第３章を参照〉 



 

 

以下で示すとおり、プロジェクト目標の指標 1 は既にその目標値を達成している。指標 2 について

は、5 年次に対応する予定。 

指標 達成状況 

指標：1）地域資源管理計画で示

されたサブ・プロジェクトのう

ち少なくとも 5％が地域組織や

他機関との協調融資・連携で実

施される。 

2 年次では、306 件のサブ・プロジェクト中、102 件（33.33%）

が DDC/VDC 等の協調融資･連携により実施されている。また、

34VDC のうち、23VDC（58.8%）において資金/資材連携がな

されている。 2010 年度のプロジェクト支援は 1,953 万円のと

ころ、プロジェクト以外の地方組織による支援は約 757 万円で

あった。 

指標：2）全 8 郡の DSCO と DDC

により合同モニタリング評価が

実施される。 

プロジェクトでは、DSCO と DDC 合同モニタリング評価は

5 年次に実施予定。 

 

３－２．レビュー結果の要約 

 

評価 5 項目に基づくレビュー結果は以下のとおりである。詳細については、本文第５章に記述して

いる。 

項目 レビュー結果 主な理由 

妥当性 高い 

（+）ネパール、日本国両政府の政策との整合性 

（+）ターゲットグループ（地域住民）のニーズとの整

合性 

有効性 高い 
（+）協調融資/連携によるサブ・プロジェクトの実施率

の目標値以上の達成 

効率性 非常に高い 

（+）日本側投入実績の適切さ 

（+）DSCO 職員の蓄積、過去プロジェクトの教材の活

用 

インパクト 

正のインパクト

が既に見られて

いる 

（+）DSCWM による SABIHAA モデル複製事業の拡大

持続性 高い 
（+）DSCWM の SABIHAA モデル複製事業の予算付け

（+）SABIHAA モデルの拡大による制度化への期待 
 

３－３．結論 

 本プロジェクトの目的は、郡レベルでの DSCO と地方行政との関係を強化し、DDC、VDC の

予算を活用して、住民生活に直結した参加型流域管理事業（SABIHAA モデル）を促進するこ

とである。 

 SABIHAA モデルはコミュニティレベルでの土壌保全・流域管理活動を推進し、住民のエンパ

ワーメントや住民のニーズを反映させ実現するツールとして、DSCWM 関係者に定着してい

る。同モデルの特徴は、WCC を中心に、住民ニーズに基づいた地域資源管理計画の作成と事

業実施、住民の能力向上、貧困、職業カースト、女性の資源管理向上（POWER）活動を通じ

た女性や社会的弱者の包摂、高い透明性等である。DSCWM 関係者や今回訪問した村でもこれ



 

 

らの共通認識が浸透している。 

 プロジェクトでは、8 郡 34VDC306 集落（ward）で WCC を形成し、毎年 1 件ずつ参加型流域

管理事業サブ・プロジェクトと POWER 活動を実施し、全集落で計画－実施―評価を 3 サイク

ル（3 年間）繰り返すことを通じて、関係者の能力向上を図っている。  

 参加型流域管理事業サブ・プロジェクトには道路法面保護や土砂崩の防止等の土壌保全や流域

管理ほか、住民ニーズの高い給水、道路の補修等も含まれ、POWER 活動はヤギ飼育や生姜栽

培など生計向上が中心である。したがって、DSCO の他、DDC、VDC やほかの郡レベルの政

府機関の開発予算を引き出すことが SABIHAA モデルの持続性、村落の生活向上のためにも重

要である。 

 プロジェクトでは、DSCO、VDC、モチベーター、WCC、POWER グループの能力強化のため

14 コースを実施し 1,243 人が研修を受講しており、特に WCC の能力向上は重要視されている。

全 WCC は毎年、組織管理、他機関との連携等 5 項目による自己評価も行い、事業の実施を通

じた成長を目指している。 

 既に 8 郡 34VDC306 集落中、23VDC102 集落（33％）で DDC から資金や資材提供によるサブ・

プロジェクトが予想以上（プロジェクト目標指標は 5％）に順調に進んでおり、2010 年度は

VDC・DDC から 757 万 NRs、プロジェクトから 1,953 万 NRs がそれぞれサブ・プロジェクト

に支出された。DSCO やモチベーターが WCC から VDC への働きかけの強化を一層支援し、

関係強化を図れば、プロジェクト後半では、さらに連携が進むことも可能である。 

 上位目標である「対象地域以外への展開」も、達成される可能性が高い。DSCWM は 2006 年

から本プロジェクト対象 8 郡の 49VDC で SABIHAA モデル複製活動を開始、現在は 33VDC で

実施中である。対象地域外へは 2010 年から 3 郡 3VDC での複製活動を開始し、DSCWM は今

後も徐々に対象郡を拡大していく計画である。 

 プロジェクト終了後の持続性の確保のため、DSCWM 予算による複製活動においても、本プロ

ジェクトが取り組んでいる DDC、VDC との協力の制度化、定常化が望まれる。プロジェクト

は今後、複製活動の現状分析、複製活動における地方行政との連携事例の向上、研修等の支援

を行うことが望ましい。 

 以上のような SABIHAA モデルの展開のためには、中央レベルで MoFSC や MoLD、関係ドナ

ーとの SABIHAA の経験や成功事例の共有が重要であり、「プロモーションパッケージ」やセ

ミナーの開催等を通じて「発信」に力を入れることが重要である。 

３－４．提言 

【MoFSC への提言】 

(1) SABIHAA moderunoseidokay 

・MoFSC と MoLD 連名による合意書を発出し、本プロジェクトを実施するうえで SABIHAA モ

デルと地方行政のシナジー効果を促進すること。 

・SABIHAA モデル複製事業の拡大。 

・SABIHAA モデル複製事業を本プロジェクト対象郡以外に拡大すべく人員と予算を確保するこ

と。 

(2) 持続性を担保するための作業部会の設置 

・上記 1、2 を検討、実現すべく関係機関／局から構成される作業部会を設置すること。 

(3) 更なる連携 

・DSCWM と森林局、省、局、プロジェクト間の連携、及び MoLD ほか他省との連携を強化す

る。 

 



 

 

【DSCWM への提言】 

1） 土壌保全流域管理戦略への SABIHAA モデルの適用 

・DSCWM 策定中の土壌保全流域管理戦略への SABIHAA モデル適用に関し、具体的な作業工

程、実施体制、予算、他関係機関との連携も含め、具体的に議論すること。 

2）SABIHAA モデルの広報 

・地方行政・コミュニティ開発プログラム（LGCDP）、大統領チュリア保全プログラム等関連事

業と SABIHAA モデル複製事業の経験を共有すること。 

3）現場レベルの協働 

・WCC、VDC、DDC 間調整を強化。DDC 会合の活用も期待される。 

4）DSCO 職員能力向上 

・DSCO 職員向けに SABIHAA モデルに関する研修を定常研修に組み入れ実施すること。 

 

【MoLD への提言】 

1) SABIHAA モデル複製事業の制度化 

・MoFSC 向け提言１）と同文。 

2）SABIHAA モデルの活用 

・LGCDP への SABIHAA モデルの活用を検討し、地方行政機関向けガイドラインに反映させる

こと。 

3）他省との連携 

・DDC が策定する地方開発計画においてセクター地方事務所間の連携を強化すること。 

4）SABIHAA モデルによる WCC 計画の統合化 

・WCC が策定する計画の VDC の計画への統合を模索し、WCC と集落住民委員会の調和化を促

進すること。 

 

【プロジェクトへの提言】 

1）SABIHAA モデル複製事業の広報 

SABIHAA モデルの経験や有効性を明確に広報するため、以下の活動をプロジェクトに含める

ことを提言する。 

・WCC 活動の優良事例や教訓の収集・分析。 

・SABIHAA モデルの「プロモーションパッケージ」（DVD、パンフレット、事例集等）の作成。

・DSCWM 主導による SABIHAA モデルに関するワークショップ、セミナー等の開催。 

2）SABIHHA モデル複製事業への支援 

SABIHAA モデル複製事業の拡大、ひいては上位目標達成のためにも以下の活動を付加すべき

である。 

・ネパール政府による複製事業拡大のための現実的な方策の検討と分析。 

・SABIHAA モデル複製オペレーションガイドラインの改訂支援。 

3）開発省との連携 

MoLD、DDC との連携を更に深めるべく、現場の経験の共有を図る。LGCDP と連携している

JICA の他プロジェクトとも情報交換を進める。 

4）レベルの協働 

SABIHAA モデル複製事業の推進のため、WCC の資金源へのアクセスの更なる向上のため、

以下の取り組みを行う。 

・集落、VDC、DDC 間の連携を深め、郡や VDC の計画策定プロセスに WCC や POWER グループ



 

 

 

支援のための調整を図ること。 

・集落レベルの総合計画策定時に WCC の地域資源管理計画との調和化を促進する。そのためには、

森林グループ等、関連した住民グループとの連携が図られること。 

 

【合同調整委員会（JCC）への提言】 

1） 上位目標の指標の見直し 

現行 PDM1.8 の上位目標には、MoFSC と MoLD の「イニシアティブ」の測定指標が明示

されていない。調査団は「『SABIHAA モデルをより良い流域管理と地方行政のために制度

化する』旨合意した文書を両省合同で発出する」を上位目標の指標として新たに加えること

を提案する。 

2） 郡作業員会の開催 

PDM に記載のとおり、郡作業委員会が定期的、定常的に開催されること。 

3） MoFSC と MoLD の具体的な連携に関する協議 

JCC 会合にて政策、現場レベルの連携に関する議論を行うこと。 



 

 

 

第１章 プロジェクトの概要 

 

１－１ 背景 
ネパール連邦民主共和国（以下、「ネパール」と記す）の人口の約半数が居住する中山間

地では、急峻な地形による農地の土壌流出や斜面崩壊による生産性の低下、インフラスト

ラクチャーの未整備から、住民の多くは貧困層であるとされる。貧困を背景にした森林の

無計画な伐採も土壌流出の原因となっており、住民の生計向上と緑化、森林保全を含む土

壌保全･流域管理の取り組みは、貧困対策、社会的弱者対策の面からも今後一層推進する必

要性が高い。 

このような背景から、国際協力機構（Japan International Cooperation Agency：JICA）は 1994

年から 2005 年にかけて｢村落振興･森林保全計画プロジェクト｣を実施し、プロジェクト実

施機関の郡土壌保全事務所（District Soil Conservation Office：DSCO）の事業実施管理能力

の強化とともに、集落（Ward）レベルにおける住民参加型自然資源管理モデル〔以下、ネ

パール語で村落振興･森林保全を意味する「サビハ（Samudayik Bikas Tatha Hariyali 

Ayojanaa：SABIHAA）モデル」と記す）をネパール国側のシステムとして定着させるに至

った。しかしながら、プロジェクト終了後も DSCO が貧困農民支援（Kennedy Round 2：2KR）

見返り資金などを使って普及･展開事業を実施しているものの、事後モニタリングの結果、

広域な〔村レベルの Ward/村落開発委員会（Village Development Committee：VDC）を越え

た〕流域を単位とした事業計画が実施されない、また、DSCO の対応可能な範囲を超えた

多様な落開発ニーズ（歩道･車道の開設･修繕、学校の修繕、識字学級の開催等）に応えき

れていないなどの新たな課題が明らかにされた。 

このことから、ネパール国森林土壌保全省（Ministry of Forests and Soil Conservation：

MoFSC）土壌保全流域管理局（Department of Soil Conservation and Watershed Management：

DSCWM）は、現在の地方自治強化の流れを念頭に置きつつ、住民参加型の流域管理事業

の実施体制の向上と改善された事業実施体制の下で事業を実施していくプロセスを通じ、

VDC 及び郡開発委員会（District Development Committee：DDC）等の地方行政機関との相

互協力･連携を視野にいれた広域流域管理と総合的村落開発を実現することを重視し、ネパ

ール国政府からわが国政府に対し技術協力の要請がなされた。これを受け JICA は、

DSCWM をカウンターパート（Counterpart：C/P）機関として、｢地方行政強化を通じた流

域管理向上プロジェクト｣（以下、「本プロジェクト」と記す）を 2009 年 7 月から 2014 年

7 月までの 5 年間の予定で実施している。 

今回実施の中間レビュー調査は、プロジェクト開始後約 2 年半が経過した 2012 年 1 月、

ネパール国関係機関と合同で本プロジェクトの目標達成度、成果等を評価 5 項目に基づき

確認･分析するとともに、今後のプロジェクト運営を進める上での課題及び今後の方向性に

ついて確認し、合同評価報告書に取りまとめ、合意することを目的として実施された。 

 

１－２ プロジェクトの要約 
(1) 2011 年 5 月 12 日の第 2 回合同調整委員会（Joint Coordination Committee：JCC）で承

認されたプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）

（Version 1.8） に基づくプロジェクトの要約は以下のとおりである。 

(2) プロジェクト名： 地方行政強化を通じた流域管理向上プロジェクト 
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(3) 協力期間： 2009 年 8 月〜2015 年 8 月 （5 年間） 

(4) 対象地域： ミャグディ郡、バグルン郡、パルバット郡、カスキ郡、タハフ郡、シン

ジュパルチョーク郡 

(5) ターゲットグループ： プロジェクト対象郡の DSCO 職員、各対象郡の住民 

(6) 上位目標： MoFSC と地方開発省（Ministry of Local Development：MoLD）のイニシ

アティブにより、プロジェクト対象以外の郡において暫定地方自治体と DSCO の協

働による参加型流域管理事業が適用される。 

(7) プロジェクト目標： プロジェクト対象 8 郡において、暫定地方自治体と DSCO の協

働による参加型流域管理事業が実施される。 

(8) アウトプット： 

① 対象郡のDSCO職員の参加型流域管理事業の実施能力が向上する。 

② 対象地域住民の参加型土壌保全と地方行政に関わる能力が強化される。 

③ 地方行政ラインに基づき、参加型流域管理事業の実施体制〔VDC、DDC、集

落調整員会（Ward Coordination Committee：WCC）等の連携〕が強化される。 

(9) 主な活動： 

1－1 SABIHAA モデルの複製事業活動についてレビューを行う。 

1－2 DSCWM 及び DSCO の参加型流域管理事業のスキル及び専門能力の現状に対す

るベースライン調査を行い研修ニーズを特定する。 

1－3 1-1、1-2 に基づき研修パッケージを開発する。 

1－4 1-3 に基づき DSCO 向けに研修を実施する。 

1－5 対象地域で参加型流域管理活動を行う。 

1－6 DSCO 職員に対し技術開発研修、技術移転を海外で行う。 

1－7 結果共有ワークショップを実施する。 

1－8 WCC と貧困、職業カースト、女性の資源管理向上（Poor people, Occupational caste, 

Women’s Empowerment for Resource management：POWER）グループを形成する。 

1－9 コミュニティ資源管理目標、地域資源管理計画、年間活動計画を作成する。 

1－10 コミュニティ資源管理目標、地域資源管理計画、年間活動計画を実施する。 

1－11 1-3 に基づき地域住民対象に研修を行う。 

1－12 ワークショップ、exposure、オンザジョブ・トレーニング（On the Job Training：

OJT）を地域住民向けに行う。 

1－13 WCC 活動に関する自己評価を行う。 

1－14 VDC レベルのワークショップを VDC との連携で行う。 

1－15 コミュニティ資源管理目標、地域資源管理計画、年間活動計画を提出する。 

1－16 WCC、POWER グループの相互交流プログラムを実施する。 

1－17 郡の Working Committee Meeting、ワークショップを実施する。 
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第２章 レビュー調査の方法 

 

２－１ 目的 
本中間レビュー調査の目的は以下のとおりである。 

(1) プロジェクトの進捗を、PDM と活動計画書を基にして確認すること。 

(2) プロジェクト実施上の問題点や課題を明確にすること。 

(3) PDM を見直し、必要であれば改定を行なうこと。 

(4) 評価 5 項目（妥当性、効果、効率性、インパクト、自立発展性）を用いてプロジェ

クトの達成の度合いを評価すること。 

(5) プロジェクト目標を達成するために必要な協力期間終了時までの活動と対策につい

て提言を行うこと。 

 

２－２ 方法 
２－２－１ レビューの方法 

日本側、ネパール側レビューチームが合同で、『新 JICA 事業評価ガイドライン第 1 版』
2に基づき、現行 PDM と評価 5 項目による評価手法を用い、1）プロジェクトの達成、2）

実施プロセスの検証、3）評価 5 項目の検証を行った。また、レビューの方法には、報告

書等文献の分析、現地視察、一連の議論、関係政府職員、プロジェクトスタッフ、対象

地域住民等関係者へのインタビュー等が含まれる。 

 

２－２－２ レビューチームメンバー 

＜日本側レビューメンバー＞ 

氏名 担当業務 所属 期間 

睦好 絵美子 団長/総括 JICA 地球環境部  

森林自然環境保全第一課長 

1 月 29 日～2 月 9 日

岩佐 正行 流域管理 林野庁 経営企画課 企画官 1 月 21 日～2 月 9 日

宗像 朗 地方行政 /

村落開発 

JICA 国際協力専門員 1 月 19 日～2 月 9 日

吉倉 利英 協力企画 JICA 地球環境部 

森林自然環境保全第一課 特別嘱託 

1 月 29 日～2 月 9 日

白井 和子 評価分析 株式会社 VSOC 1 月 19 日～2 月 9 日

※上記に加え、JICA ネパール事務所の菊地健士〔所員、評価監理（1）〕及び Mr. Narendra 

K. Gurung〔現地職員、評価監理（2）〕が参加。 

 

＜ネパール側レビューメンバー＞ 

氏 名 所 属 

Mr. Narayan Bahadur Thapa MoLD 課長 

Ms. Radha Wagle MoFSC 企画事務官 

                                                        
2 『新 JICA 事業評価ガイドライン第 1 版』P70-73 表 14「中間レビューの主な視点」（JICA 評価部,2010 年 10 月） 
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Mr. Indra Bahadur Malla MoFSC DSCWM モニタリング担当官 

 

２－２－３ 評価 5 項目 

レビューのとりまとめは、評価 5 項目（表１）に基づいて行った。 

                    

表１ 評価 5項目 

妥当性 プロジェクトのターゲットグループのニーズへの整合性、プロジェクト内容

の先方政府と援助側の政策や優先順位との整合性、プロジェクトの戦略やアプ

ローチの妥当性に関する視点。 

有効性 プロジェクトの達成見込みと、その達成がアウトプットの達成によりもたら

されるかに関する視点。 

効率性 アウトプットの達成状況と投入がいかにアウトプットの達成に転換されて

いるか（量的、質的観点）に関する視点。他のアプローチと比して最も効率的

な方法を適用しているかも必要に応じ問う。 

インパクト 上位目標の達成見込みと、プロジェクトの直接/間接的影響。また、正/負、

予期した/予期していない影響も確認する。 

持続性 プロジェクト終了後にプロジェクトがもたらした影響と持続性を問う視点。

 

２－３ レビュー日程 

本合同調査 1 月 19 日から 2 月 9 日までの 22 日間、以下の日程のとおり実施された。 

日

順 

月日 活動 宿泊地 

1 1 月 19 日

（木） 

【宗像・白井】 

00：20  東京/羽田発（TG661）→05：20 バンコク着 

10：30  バンコク発（TG319）→12：45 カトマンズ着 

15：00  JICA ネパール事務所との打合せ 

カトマンズ 

2 1 月 20 日

（金） 

10：00  プロジェクト専門家との協議 

14：00  ジェンダー主流化・社会的包摂促進プロジェ

クト専門家との協議 

18：00  モニタリング・評価能力向上プロジェクト

フェーズ 2 専門家との協議 

カトマンズ 

3 1 月 21 日

（土） 

【宗像・白井】資料作成 

【岩佐】 

00：20  東京/羽田発（TG661）→05：20 バンコク着 

10：30  バンコク発（TG319）→12：45 カトマンズ着 

カトマンズ 

4 1 月 22 日

（日） 

【岩佐・宗像・白井】 

09：30  8 郡 DSCO 長及び C/P との協議 

14：30  団内協議 

カトマンズ 

5 1 月 23 日

（月） 

10：00  MoFSC との協議 

11：30  DSCWM との協議 

13：30  MoLD との協議 

カトマンズ 
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15：30 国連開発計画（UNDP）との協議 

6 1 月 24 日

（火） 

【岩佐・白井】ミャグディ郡ベニへ移動 

【宗像】 

11：00  UNDP との協議 

12：00  国連ボランティア計画（UNV）との協議 

13：00  非政府組織（NGO）National Social Service と

の協議 

14：00  VDC との協議 

15：00  スイス開発庁との協議 

ベニ/カトマ

ンズ 

7 1 月 25 日

（水） 

【岩佐・白井】 

現場視察（ミャグディ郡パトゥレケット VDC、ジン 

VDC） 

【宗像】 

10：00  MoFSC との協議 

12：00  国家計画委員会との協議 

13：00  MoFSC との協議 

ポカラ/カト

マンズ 

8 1 月 26 日

（木） 

【岩佐・白井】 

現場視察（カスキ郡バダウレタマギ VDC、チャパコ

ット VDC）、カトマンズへ移動 

【宗像】 

11：00  MoFSC 大臣への表敬 

13：00  地方行政・コミュニティ開発プログラム

（LGCDP）3担当官との協議 

15：00  MoLD との協議 

16：00  UNDP 地方行政専門家との協議 

カトマンズ 

9 1 月 27 日

（金） 

【岩佐・宗像・白井】 

10：00  プロジェクトとの協議 

14：00  MoLD との協議 

カトマンズ 

10 1 月 28 日

（土） 

資料作成 カトマンズ 

11 1 月 29 日

（日） 

【岩佐・宗像・白井】 

10：00  プロジェクトとの協議 

14：00  国家計画委員会との協議 

【睦好・吉倉】 

00：20  東京/羽田発（TG661）→05：20 バンコク着 

10：30  バンコク発（TG319）→12：45 カトマンズ着 

カトマンズ 

12 1 月 30 日

（月） 

10：00  団内協議 

12：00  JICA ネパール事務所との協議 

14：00  プロジェクト専門家との協議 

カトマンズ 

13 1 月 31 日

（火） 

10：00  MoFSC との協議 

11：00  DSCWM との協議 

カトマンズ 

                                                        
3
 LGCDP：Local Governance and Community Development Program 詳細は第 6 章参照 
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12：00  MoLD との協議 

14 2 月 1 日

（水） 

現場視察 

（デブミバルワ VDC、カブレ郡クシャデビ VDC） 

カトマンズ 

15 2 月 2 日

（木） 

報告書作成 カトマンズ 

16 2 月 3 日

（金） 

報告書作成 カトマンズ 

17 2 月 4 日

（土） 

報告書作成 カトマンズ 

18 2 月 5 日

（日） 

11：00  MoFSC 及び DSCWM への報告書案の説明・協

議 

カトマンズ 

19 2 月 6 日

（月） 

10：00  MoLD への報告書案の説明・協議 カトマンズ 

20 2 月 7 日

（火） 

15：00  JCC 開催、報告書への署名 カトマンズ 

21 2 月 8 日

（水） 

09：30  JICA ネパール事務所報告 

13：50  カトマンズ（TG320）→18：25 バンコク着 

22：35  バンコク発（TG640）→ 

 

22 2 月 9 日

（木） 

06：15  東京/成田着  
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第３章 プロジェクトの実績 

 

３－１ 投入実績 
３－１－１ 日本側 

(1) 専門家派遣 

本プロジェクトには①総括／流域管理、②地方行政、③住民参加、④組織強化／業

務調整の各分野のシャトル型専門家 4 名が派遣されている。1 年次と 2 年次はほぼ予

定どおりの MM 実績であり、3 年次は国内研修の拡大、連携促進等から地方行政専門

家の業務の増大により MM を 3MM から 5MM に増加及び日本人専門家の常駐化のた

め組織強化/業務調整専門家の MM も若干増加することとなり、1 年次から 3 年次合計

は 55.9MM である。なお、本プロジェクトでは短期専門家は派遣されていない。 

 

(2) 研修（本邦・第 3 国） 

本プロジェクトでは、第三国研修として、着手報告書ではフィリピンの農村再開発

国際研究所（International Institute of Rural Reconstruction：IIRR）に C/P を派遣すると提

案していたが、2010 年度の JICA 予算の削減を受け、延期された。その後、2012 年 2

月にタイのアジア地域コミュニティ・フォレスト研修センター（Regional Community 

Forestry Training Center for Asia：RECOFTC）へ本プロジェクトに 1 年以上勤務経験の

ある DSCO 技術職員 30 名及び DSCO 職員 1 名（監督同行）を派遣することとなった。

なお、本プロジェクトでは本邦研修は予定していない。 

 

(3) 機材供与 

本プロジェクトでは、1 年次において、カトマンドゥ及びポカラのプロジェクト事

務所にパーソナルコンピューター、プリンター、複写機（カトマンズのみ）、FAX、無

停電電源装置を購入、設置した。また、WCC 支援に伴うパーソナルコンピューター、

デジタルカメラなども 1 年次に購入した。総額は約 456 万円である。 

 

(4) ローカルコスト 

ローカルコスト負担は、一般業務費、ローカルコンサルタント庸上費、ローカル NGO

契約費、工事費（サブ・プロジェクト費）、会議費、報告書作成費として 1 年次から 3

年次合計で約 1 億 3,088 万円であった。 

 

３－１－２ ネパール側 

(1) プロジェクト要員 

ネパール政府は、本プロジェクトの C/P として、プロジェクトディレクターに

MoFSC 次官補、プロジェクトマネジャーに DSCWM 局長のほか、MoLD 課長 1 名、

DSCWM 職員 2 名、対象 8 郡 DSCO 所長 8 名の計 13 名を任命している。 

 

(2) 施設・設備の提供 

ネパール政府はカトマンズ市内の DSCWM 内、及びポカラ DSCO 敷地内のプロジェ

クトオフィスを専門家執務、会議等のため提供している。 

 

7



 

 

(3) ローカルコスト 

DSCWM は 2010 年度の予算に対象 8 郡での SABIHAA モデル複製事業費を含め、約

5,700 万円を計上し、モチベーター雇用費、C/P の旅費、会議費、車両用燃料の車両燃

料費用の一部を配賦している。 

 

３－２ 活動の達成状況 
ほぼすべての活動が活動計画表に沿って実施されている。 

 

アウトプット 1 （対象郡の DSCO 職員の参加型流域管理事業の実施能力向上）のための活動 

プロジェクト開始時

点の活動 

・関係者（DSCO 所長、DSCO 技術職員、モチベーター、VDC 事務長）のジェ

ンダー、社会的包摂に関する認識を深めるため、プロジェクトでは「ジェン

ダー及び社会的包摂研修」を実施した。  

1-1. SABIHAA モデル

の複製事業活動につ

いてレビューを行う。 

・プロジェクト開始後まもなく、プロジェクトは対象 8 郡を訪問し、複製事業

の現状について確認した。また、DSCWM、DSCO 所長らとともにワークショ

ップを開催し、今後のプロジェクト計画に関する確認や、日本人専門家から

着手報告書案の説明を行った（2009 年 8 月～9 月）。 

・プロジェクトでは DSCWM 局長（プロジェクト・マネジャー）、JICA 担当者、

日本人専門家、DSCO 所長とともに小流域に関する現状の共有、対象 VDC 及

び集落の検討と決定、モチベーターの雇用条件について検討した（2009 年 9

月）。 

・着手報告書の最終化がDSCWM局長、DSCO所長ら関係者とともに行われ（2009

年 11 月）、プロジェクトの概要と活動計画が策定された（2009 年 12 月第 1 回

JCC で承認）。 

・プロジェクトはカスキ DSCO により作成されたサビハモデル・オペレーショ

ンガイドライン（SABIHHA Model Operational Guideline：OG）を見直し、プ

ロジェクト用の OG 作成に生かした。 

・さらに、プロジェクトでは、カスケード方式4で OG について説明会を実施し

た。DSCO 技術者とモチベーターからは VDC 職員に対し 1 日ワークショップ

によりプロジェクトの目標について説明を行った。 

1-2. DSCWM 及 び

DSCO の参加型流域

管理事業のスキル及

び専門能力の現状に

対するベースライン

調査を行い、研修ニー

ズを特定する。 

・現地コンサルタントにより実施した（2010 年 2 月）ベースライン調査の結果、

DSCO 所長/職員と DSCO 技術者は流域アプローチや地理情報システム（GIS）

等の最新技術に関し改善の余地があると判明した。またプロジェクトでは調

査結果を DSCWM と DSCO 所長と共有を図り、彼らのコメントも受け取った。

 

1-3. 1-1、1-2 に基づき

研修パッケージを開

発する。 

・ベースライン調査結果を基に 6 種の研修パッケージを作成した。1 年次は研修

用の教材をDSCO C/P向けに 4種（うち社会系 3種、技術系 1種）、WCC/POWER

グループ向けに 2 種（2 種とも社会系）作成した。特に、社会系研修パッケー

ジにはDSCO技術者が後にモチベーターやWCC/POWERグループに指導する

                                                        
4
プロジェクトでは、研修の効率的かつ能力強化を図るための効果的な研修方法として、DSCO 所長と DSCO 技術者へ

は直営で研修を行い、彼らがモチベーター、WCC/POWER グループに研修を行うカスケード方式を採用している。 
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ため研修時に配布する配布物、視聴覚教材、評価表、パワーポイント資料（PPT）

も含めている。 

1-4. 1-3 に 基 づ き

DSCO 向けに研修を

実施する。 

・プロジェクトでは表 2 で示すさまざまな研修を DSCO 所長、DSCO 技術者、

モチベーター、VDC 事務長等に対し、カスケード方式で実施した。 

・8 人の DSCO 所長に対し、プロジェクトではワークショップを 2 回実施し（2010

年 8 月、12 月）、予算計画や PDM 0 に関する協議を行った。 

・2 年次に実施した「コミュニティ開発と地方行政」研修は、DSCO 所長/職員

と DSCO 技術者が自らの組織を実績に基づく指標を用いて分析を行うもので

特に有益であった。また、「最新技術動向」研修は地滑り理論、GIS、流域ア

プローチ、気候変動等が含まれている。 

・3 年次には既に「参加型計画と地方行政」研修を DSCO 技術者、モチベータ

ー、VDC 事務長向けに、DSCO 所長/職員と DSCO 技術者には GIS 研修（基礎）

を実施している。 

1-5. 対象地域で参加

型流域管理活動を行

う。 

・2010 年 11 月サブ・プロジェクト実施を開始。 

・1 年次はバグルン、パルバッド郡で合計 42 のサブ・プロジェクトを実施。 

・中部 2 郡は西部 6 郡にやや遅れての開始となった。 

・2 年次は 8 郡 34VDC で 306 件の WCC サブ・プロジェクトと POWER 活動の

計 612 件の事業を実施した5。サブ・プロジェクトの内容では、水源保全関連

が全体の 4 割、郡別でも 8 郡中 7 郡で最も多くの割合を占めた（表３参照）。

1-6. DSCO職員に対し

技術開発研修/技術移

転を海外で行う。 

・プロジェクトは 9 名の DSCO 職員を 1 年次にフィリピンに派遣する予定であ

ったが、3 年次にタイの RECOFTC にて 30 名の DSCO 技術者及び 1 名の DSCO

職員を派遣した（2012 年 2 月）。 

1-7. 結果共有ワーク

ショップを実施する。 

・結果共有ワークショップは 4 年次または 5 年次に実施予定である。 

アウトプット 2（対象地域住民の参加型流域管理事業と地方行政に関わる能力強化）のための活動状況

2-1. WCC と POWER

グループを形成する。 

・1 年次より DSCO 技術者とモチベーターは WCC と POWER グループ選出のた

めの村全体によるワークショップを開始し、2 年次までには、計画どおり 306

の WCC と POWER グループが形成された。 

2-2. コミュニティ資

源管理目標、地域資源

管理計画、年間活動計

画を作成する。 

・選出された WCC メンバーが中心となり自分たちの資源、問題、将来あるべき

姿について話し合い、コミュニティ資源管理目標としてまとめた。 

・コミュニティ資源管理目標に基づき、3 カ年の中期計画として Community 

Resource Management Plan（地域資源管理計画）を策定した。地域資源管理計

画は当該集落の課題解決のための包括的な計画で、プロジェクトによる支援

は土壌保全、流域管理分野及び POWER 活動を対象としている。 

・1 年次末までにすべての WCC で、地域資源管理計画の活動に優先順位をつけ

た年間活動計画策定プロセスが終了した。 

2-3. コミュニティ資

源管理目標、地域資源

管理計画、年間活動計

画を実施する。 

・1 年次には、パルバットとバグルンの 2 郡で 42 件のサブ・プロジェクトを実

施した。次いで 2 年次では、年間活動計画に基づき、WCC はサブ・プロジェ

クト、POWER グループ活動を実施した（計 612 件）。3 年次は農業長期計画

（APP）6策定を全 WCC で終了し（612 件の実施予定）、現在、契約業務が進

                                                        
5 ただし、2 つの WCC が合同でサブ・プロジェクトを行ったケースが 2 件あり、契約件数としては 304。 
6 Agriculture Perspective Plan 
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行中である。 

2-4. 1-3 に基づき地

域住民対象に研修を

行う。 

・8 郡の WCC、POWER グループ、VDC 事務長を対象に「グループマネジメン

トと組織開発」研修を DSCO 技術者主導、モチベーターが補佐役によるカス

ケード方式として実施し、受講者は 651 名に及んだ。 

2-5. ワークショップ

/exposure/OJT を地域

住民向けに行う。 

・普及チームは DSCO 所長、DSCO 職員、プロジェクトスタッフで構成され、

WCC に対してさまざまな技術支援を提供している。 

・ワークショップ、現地視察（exposure）は 3 年次以降実施予定。OJT はサブ・

プロジェクト実施中すべてのプロセスを通じて行っている。 

2-6. WCC 活動に関

する自己評価を行う。 

・WCC 向けに自己評価ワークショップを開催した後（2011 年 3 月）、ほぼ全

WCC が 2011 年末までに自己評価を終了している。プロジェクトでは 3 年次、

4 年次も自己評価を実施する予定。 

アウトプット 3〔地方行政ラインに基づいた参加型流域管理事業の実施体制（VDC、DDC、WCC 等の連

携）強化〕のための活動状況 

3-1. VDC レベルの

ワークショップを

VDC との連携で行

う。 

・1 年次には、プロジェクトは VDC 向けにワークショップを通じてプロジェク

トの目的を説明しプロジェクト実施に関する合意取り付けを行った。ワーク

ショップでは、DSCO と DDC/VDC の連携を焦点に当て、プロジェクトへの

融資や VDC の予算配分プロセス等について討議がなされた。  

3-2. コミュニティ資

源管理目標、地域資源

管理計画、年間活動計

画を提出する。 

・年間活動計画作成後、WCC は DSCO に土壌保全と流域管理に関する要望書を

提出した。他の地方組織からの予算獲得が必要な場合は、WCC は当該セクタ

ーの地方事務所や VDC に要望書を提出した。 

3-3. WCC、POWER

グループの相互交流

プログラムを実施す

る。 

・相互交流プログラムは 4 年次から 5 年次に実施予定。 

 

3-4. 郡 の Working 

Committee Meeting/ワ

ークショップを実施

する。 

・プロジェクトは第 1 回郡作業委員会7会合を 7 郡で開催し、その目的や関係セ

クター省庁地方事務所や地方組織との相互連携の可能性に係る協議を行った

（2010 年 1 月～5 月）。カブレ郡の作業委員会は 2012 年 1 月に実施した。 

・2 年次は JICA 予算削減の影響から郡作業委員会は開催できなかったものの、

DSCO 所長が DDC 等でプロジェクト関係情報の共有を図ったことから、更な

る連携が関係機関から得られることとなった。 

・プロジェクトでは 3 年次に第 2 回郡作業委員会を実施予定。 

3-5. 

WCC/POWER/VDC 向

けに地方自治に関す

る研修を行う。 

・プロジェクトではワークショップスタイルの研修を VDC 事務長、モチベータ

ー、DSCO 技術者に対して行い、WCC、POWER、DDC、VDC との更なる連

携を促進した（表２参照）。 

3-6. WCC の公聴会

を開く。 

・プロジェクトは WCC による公聴会実施を支援し、2012 年 1 月末時点でほぼ

すべての WCC が 1 回目の公聴会を終了している。公聴会は 3 年次、4 年次と

もサブ・プロジェクト終了後に実施される。 

3-7. VDC レベルの

WCC ネットワークを

・WCC ネットワークは 9 名の WCC 委員長と VDC 事務長で構成され、2012 年

1 月末時点で 14VDC において形成されている。プロジェクトでは、ネットワー

                                                        
7
郡作業委員会：District Working Committee 本プロジェクトが設置した委員会で郡レベルの JCC 的組織  
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構築する。 ク関連活動は 4 年次から 5 年次に重点的に行う予定である。 

 

プロジェクトは 2012 年 1 月までに、以下で示す 14 種類の研修を実施した。対象は

DSCWM、DSCO 職員、DSCO 技術者、モチベーター、VDC 事務長、WCC、POWER グル

ープで、総計 1,243 名の参加者を得た8。 

 

３－３ アウトプットの達成状況 
PDM1.8 版で示された指標に基づくアウトプットの達成状況は以下のとおりである。 

アウトプット 1 

対象郡の DSCO

職員の参加型流

域管理事業の実

施能力が向上す

る。 

指標： 

1-1)  参加型流域管理研修、ワークショップに参加した DSCO と DSCO 技術者の

数。 

1-2)  研修に参加した 80％の DSCO 職員が改良した参加型流域管理に関し理解す

る。 

2012 年 1 月までに、参加型流域管理研修、ワークショップに参加した DSCO と

DSCO 技術者は 217 名である。指標 1-1 で求められている研修名と参加者人数は以下

のとおりである。 

DSCO 職員 DSCO技術 事前テスト(%)* 事後テスト(%)*

1)DSCO技術者向けOG説明会 14 14

2)モチベーター向け「ジェンダー・
社会的包摂および紛争に配慮し
た開発」研修

18 12 41.4 84.7

3) DSCO技術者向けコミュニティ
開発と地方行政

16 13 50.2 66.2

4)プロジェクト管理研修 8 0 53.3 74.4

5)DSCO所長向け研修 8 0

6) プロジェクト管理研修 16 8

7)最新動向研修(GIS、流域アプ
ローチ、気候変動)**

20 7 n.a. 80.0

8)参加型計画と地方行政 22 10 35.4 78.9

9)GIS研修(基礎) 18 13 n.a n.a

小計 140 77

合計(人数)/平均点(%) 45.1 76.8217

* 事前、事後とも8郡の平均値
** テスト数値は外部委託団体からの報告書参照

2012年1月までのDSCO／DSCO技術員向け研修

アウトプット１：対象地域のDSCO
の参加型流域管理能力が向上す
る

指標 1-1 指標 1-2

参加型流域管理研修/ワーク
ショップに参加したDSCOと
DSCO技術者の数

研修に参加した80% のDSCO職
員が参加型流域管理に関し理解
する

 

                                                        
8
上記研修の他、DSCO 所長（8 名中 4 名）を集団研修、里山研修に派遣しており、来年度は 2 名派遣を予定している。 
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第三国研修については、プロジェクトは 2012 年 2 月にタイの RECOFTC に DSCO

技術者のうち、1 年以上勤務した者 30 名と代表者 1 名（DSCO 職員）を送った。ま

た、上述の研修のうち 5 つの研修において、プロジェクトは研修前後にテストを実

施したところ、平均点が 45.1%から 76.8%に上昇した。このことから、プロジェクト

は指標 1-2 で示した目標をほぼ達成したといえる。 

1-3)  306（100％）の WCC で改良した参加型流域管理が行われる。 

プロジェクトは 2010 年 11 月からサブ・プロジェクトを開始し、1 年次は 42 サブ・

プロジェクト、2 年次は合計 612 のサブ・プロジェクトと POWER 活動を 306 の WCC
により実施した。したがって、指標 1-3 は既に達成された。 

 

アウトプット 2：  

対象地域住民の参

加型流域管理事業

と地方行政に関わ

る能力が強化され

る。 

指標： 
2-1） 50%の WCC が参加型流域管理と地方行政の概念を理解する。 

WCC による自己評価では、1）グループ管理、2）地域資源管理、3）調整と連携、

4）地方行政、5）能力開発、の 5 つの指標が定められている。調査団は、指標 2-1

の達成を 60 点（上記 5 つの指標で取得できる最高点）中、40 点以上を得た WCC の

割合を以って判断することとした。 

その結果、全 WCC が 1 事業サイクルを終了した 2 年次末時点における自己評価で

は、306WCC のうち 107 の WCC（35％）が 40 点以上を獲得した。これにより、調

査団は WCC がある程度参加型流域管理と地方行政の概念を理解したと捉え、後半で

さらに強化されると見込んでいる。 

2-2） 75%の WCC が自らの組織能力を向上させる。 

1 年次の 306WCC による自己評価結果は平均して、1）グループ管理：7.4 点、2）
地域資源管理：8.9 点、3）調整と連携：5.1 点、4）地方行政：8.4 点、5）能力開発：

7.4 点であった。本調査では右 5 つの指標のうち 1）、3）、5）を組織能力の向上に関

するベースラインと捉え、2 年次、3 年次の自己評価結果を引き続きモニタリングし、

終了時評価時に確認することとした。 

2-3） 少なくとも 1,500 件のサブ・プロジェクトが 3 年間で実施される（プロジェ

クト支援と VDC/DDC 協調を含む）。 

1 年次は 42 件、2 年次は 612 件（306 のサブ・プロジェクトと 306 の POWER 活動）

の事業を各年実施した。対象 34VDC のうち 23VDC においてサブ・プロジェクトや

POWER 活動が VDC、DDC、郡農業開発事務所、女性開発事務所（WDO）、コミュ

ニティ・フォレスト住民グループ、NGO 等の地方組織との協調融資/連携により実施

された。プロジェクトでは今後とも年間 612 件のサブ・プロジェクトと POWER 活動

を支援する予定であり、4 年次終了までには、総計 1,800 件を超えると見込んでいる。

 

アウトプット 3：  

地方行政ラインに

基づき、参加型流域

管理事業の実施体

制（VDC、DDC、

WCC 等の連携）が

強化される。 

指標：  
3-1） 75%の研修参加者が参加型流域管理における地方行政の概念を理解する。

2011年11月から12月に実施した参加型計画と地方行政研修は対象8郡のDSCO、

モチベーター、VDC 事務長の参加を得た。同研修で実施した事前・事後のテスト

結果はそれぞれ 35.4％、78.9％であったことから、調査団は、指標 3-1 は既に達成

されたと判断する。 

3-2） 80％の WCC が公聴会を行う。 

2011 年 12 月末までにほぼ 100％の WCC が公聴会を実施した。  

3-3） 少なくとも年 1 回は郡の Working Committee（郡作業委員会）、ワークショ
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ップが開かれる。 

プロジェクトでは全対象 8 郡に対し、第 1 回郡作業会議開催を支援したものの、

カブレ郡を除く 7 郡の DSCO が 2010 年 1 月から 5 月にかけ実施した。同会合にお

いて、プロジェクトは地方組織との間で基本的な協力関係を築き、プロジェクト活

動に関する情報の共有を図った。同時に、会合は現場レベルの地方組織の情報をシ

ェアし、将来に向けての具体的な連携に関する協議の場となった。 

2 年次は日本・ネパール双方国の予算の都合上開催が見送られたものの、DSCO

所長は DDC 会合等でプロジェクト情報を積極的に提供し、その結果地方組織との

連携が図られた。3 年次は各郡で郡作業委員会を実施する予定である。 

 

３－４ プロジェクト目標の達成状況 
プロジェクト目標：  

プロジェト対象 8 郡において、暫定地方自治体と DSCO の協働による参加型流域管理

事業が実施される。 

指標 1）  

地域資源管理計画で示され

たサブ・プロジェクトのう

ち少なくとも 5％が地域組

織や他機関との協調融資・

連携で実施される。 

2 年次には 306 件のうち 102 件のサブ・プロジェクト（33.33％）

が DDC/VDC の協調融資/連携により実施された。VDC の数とし

ては、34VDC のうち 23VDC（58.8％）が連携を実現させている。

2010 年度のサブ・プロジェクト経費は、プロジェクトによる支

援額が 1,953 万ルピーのところ、地方組織による経費負担は総額

757 万ルピーにのぼった。 

指標 2）  

全 8 郡の DSCO と DDC に

より合同モニタリング評価

が実施される。 

プロジェクトでは、合同モニタリング評価は 5 年次に実施を

予定。 

 

３－５ 上位目標の達成状況 
上位目標 

MoFSC と MoLD のイニシアティブにより、プロジェクト対象以外の郡において暫定地

方自治体と DSCO の協働による参加型流域管理事業が適用される。 

 

上位目標は本来プロジェクト終了後 3 年を目処に達成が見込まれる目標であるが、以下

で示すとおり、DSCWM では、上位目標の達成に向けて既に動き出したといえる。 

指標： 

改良された参加型流域管理

事業が土壌保全流域管理プ

ログラムに適用される。 

・地域開発と森林/流域保全プロジェクト（SABIHAA モデル複

製）が MoFSC の優先 1 位グループの事業予算費目に入っている

こと9。 

・DSCWM はプロジェクトの対象 8 郡の 33VDC において、また、

プロジェクト対象地域外の 3 郡の 3 つの VDC で SABIHAA 複製

事業を実施していること。 

 

３－６ 実施プロセス 
(1) プロジェクトのモニタリングシステム 

                                                        
9
 出所：国家計画委員会（2011 年度）の予算項目承認書 
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プロジェクトでは、以下のとおり、実施機関の上層部から現場レベルまで系統だった

モニタリングシステムを確立している。 

 

(2) JCC（1 回/年）  

プロジェクトの意思決定最高機関として JCC は、第 1 回会合を 2009 年 12 月に開催

し、以下の点について検討、承認を行った。 

1.プロジェクトの背景と概要 

2.実施方法 

3.MoLD との連携 

4. PDM0 の改定を含むプロジェクトの詳細計画内容 

第 2 回会合は 2011 年 5 月に開催され、プロジェクトの進捗の把握、PDM1.8 版の承認、

債務救済基金の SABIHAA モデル複製事業への適用に関する検討を行った。 

 

(3) 郡作業委員会 （2 回/年） 

DDC 委員長により取り仕切られる郡作業委員会は活動のレビューや関係機関との

連携を図るため各郡に設置されている。第 1 回会合では、7 カ所の郡作業委員会でプ

ロジェクトの実施が確認され、カブレ郡では 2012 年 1 月に同会合が実施された。 

 

(4) 月例会議（1 回/月） 

DSCO は月例会議（DSCWM による開催）を実施し、DSCO 所長、職員、DSCO 技

術者、モチベーターが一同に会し、各担当 VDC の進捗や課題について情報を共有し

ている。プロジェクトも同会議には定期的に出席し、現場の最新情報を得るとともに、

プロジェクト側からも情報を提供している。 

 

(5) サブ・プロジェクトのモニタリングと評価 

サブ・プロジェクトのモニタリングはモチベーターと DSCO 技術者により行われ、

毎月 DSCO 所長に報告がなされている。WCC は自己評価や公聴会を DSCO 技術者と

モチベーターの支援を受けつつ実施し、彼らの経験や情報を地域住民と共有している。

自己評価活動については、2 年次の郡作業委員会でも報告がなされる予定である。 

 

(6) プロジェクトメンバーによる自己評価 

DSCWM 職員、DSCO 職員、及び日本人専門家も自己評価を通じ、これまでのプロ

ジェクト活動を振り返り、持続性に関する議論を行った。自己評価結果は調査団に

2011 年 12 月に提出された。 

 

３－６－１ PDM の改訂 

PDM1.8 はプロジェクトにより改訂がなされ、第 2 回 JCC にて正式に承認された。

PDM0 から PDM1.8 への主な変更点は以下のとおりである。 

(1) プロジェクト目標とアウトプットがより明確に表現され、指標に目標値が設定さ

れた。 

(2) PDM1.8 では、住民の成果をより明確に示すアウトプット 2 を新たに設置した。 
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３－６－２ プロジェクトのアプローチ/技術移転  

(1) プロセスを重視したプロジェクトのアプローチ 

プロジェクトでは、そのすべての活動のプロセスを研修と捉え、カスケード方式を

通じて DSCO 所長、職員、DSCO 技術者、モチベーターはプロジェクトで得た新しい

技術や知識を WCC や POWER グループに OJT として伝えている。WCC も地域資源

管理計画策定、実施、自己評価という一連の活動を OJT として行っている。  

 

(2) 社会的包摂の配慮 

ネパール社会の多様性を考慮し、プロジェクトは社会的包摂アプローチを採用して

いる。その結果、女性、ジャナ・ジャティ、ダリット等、さまざまなエスニックグル

ープがサブ・プロジェクトや POWER 活動に参加している。 

日本人専門家は、土壌保全（蛇カゴ壁の建設やガリ・コントロール等）に関する技

術を普及チーム（DSCO 所長/職員、DSCO 技術者、モチベーターにより構成）に移転

している。また、プロジェクト管理、定期的な予算モニタリング、地域での会合での

ファシリテーション等の管理技術についても逐次移転している。 
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第４章 評価 5 項目による評価結果と結論 

 

４－１ 評価結果 
４－１－１ 妥当性 

以下の要因により、妥当性は高いと評価される。 

 

(1) ネパールの政策・事業との整合性 

SABIHAA モデル複製事業は MoFSC の優先 1 位グループに含まれている。 

郡作業委員会ワークマネジメントの土壌保全流域管理計画（2007 年～2025 年）10

では、流域管理プログラムを小流域アプローチにより実施するとの政策が明記され

ており、プロジェクトは DSCWM が優先指定する小流域において活動を実施してい

る点において DSCWM の方針と合致している。さらに、SABIHAA モデル複製事業

は 2006 年から DSCWM の経常予算項目に含まれている。 

MoLD は LGCDP の実施により、DDC と VDC を通じた社会的包摂と地域開発の

ための地方行政システムの改善を図っている。LGCDP では集落をプログラムの諸

活動の最小単位とするアプローチを採用しており、プロジェクトの実施構成の面に

おいて本プロジェクトとの整合性が保たれている。 

 

(2) ターゲットグループのニーズ 

ネパールの地域住民は一般的に、自らの課題を抽出し、それを解決するための計

画を策定し、地方組織を活用しつつ解決する能力がいまだ不十分である、とされて

いる。本プロジェクトはサブ・プロジェクトの実施を通じ、こうした能力向上を図

っている点において、住民のニーズに応えている。また、サブ・プロジェクト、POWER

活動の実施において住民負担が非常に高い11ことも、住民のニーズを反映し、透明

性の確保に配慮してきたプロジェクトのアプローチが住民に受け入れられている結

果と考えられる。 

POWER 活動が目指す社会的包摂は、多くのドナーやネパール政府により適用さ

れてきたアプローチであり、本プロジェクトも村落振興・森林保全プロジェクト第

2 フェーズ（1999 年～2004 年）から 取り入れられている。  

 

(3) 日本国の援助政策・JICA の援助実施方針との整合性 

「対ネパール国経済協力の概要」に示された支援重点分野（農業・農村開発、民

主化プロセス支援、行政制度・整備）に変更はない。また、本プロジェクトは計画

時同様、事業展開計画の「地方政府とコミュニティエンパワーメントプログラム」

の一環としての位置づけであり、日本側政策、援助実施方針との整合性を保ってい

る。 

 

                                                        
10 同計画の重点分野については第 6 章参照。 
11 プロジェクト C/P によるプレゼンテーションにおいて、ユーザーグループの負担（現地で採取される石材等の材料

費、住民による小規模工事にかかる労働を金額に換算した場合）がプロジェクトのインプットよりも多いサブ・プロジ

ェクトや POWER 活動が存在する等の事例が本プロジェクトの特徴の 1 つとして報告された。 
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４－１－２ 有効性 

以下の要因から、有効性は高いと評価される。 

 

(1) プロジェクト目標達成の見込み 

上述のとおり、調査団は、プロジェクト目標は、その達成指標である VDC との協

調融資、協力の件数について、既に指標を上回る数値を達成していると確認した。著

しい成果の貢献要因は以下のとおりである。 

・ DSCO 所長、職員、DSCO 技術者、モチベーターが WCC を励まし、地域資

源管理計画の策定、VDC や他の地方組織にアクセスすることを促進した。全

WCC の中でも、2 つの WCC は合同で要望書を作成し、サブ・プロジェクト

を実施したケースも WCC のネットワークによる協力の例として特筆される。 

・ WCC による公聴会が透明性を確保し、地域住民間の信頼醸成につながった。 

 

VDC との連携が進む一方で、郡レベルの地方組織との連携はいまだ不十分といえる。

今後、プロジェクトが積極的に関与すれば、DDC と郡レベルの地方組織から一層の資金

面におけるサブ・プロジェクトへの協力がなされることが期待される。 

 

４－１－３ 効率性 

以下の要因から、効率性は非常に高いと評価される。 

 

(1) アウトプットの達成 

上述のとおり、アウトプット 1 と 2 については既に達成されたといえる。アウトプ

ット 3 に示された DDC との協力は 3 年次以降により重視される予定である。 

 

<投入実績の要約> 

① 日本側 

日本人専門家はその専門性と数において適切に派遣されている。また、資機材やロ

ーカルコストも計画どおりに供与されている。研修については、第三国研修以外は予

定どおり実施されている。第三国研修12は、予定より 1 年次遅れたが、2012 年 2 月に

実施済みである。 

② ネパール側 

DSCO 所長、職員及び DSCO 技術者の多くは SABIHAA モデルに関し深い理解があ

り、プロジェクト運営管理に大きな力となっている。C/P、ローカルコストも予定どお

り配賦されている。 

 

(2) アウトプット達成の貢献／阻害要因 

アウトプット達成をもたらしている貢献要因は以下のとおりである。 

・ WCC は事業資金を申請するため、自ら VDC に出向くことを促されている。 

・ DSCO所長/職員とDSCO技術者は郡レベルの会合やワークショップでプロジェ

クトについて積極的に情報伝達を行ってきた。 

                                                        
12 RECOFTC での研修内容は流域管理の定義、参加型流域管理、ジェンダー、政策、組織分析、流域の現状把握、現

場演習、M&E 等幅広いテーマを扱う。 
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・ プロジェクトは月例会合で地方組織との連携について取り組むよう促進してい

る。 

・ プロジェクトに提出する申請書作成のために必要書類はすべて OG において統

一され、また、その体裁は VDC への申請書とほぼ同じ様式であり 10 万円規模

の事業であれば VDC 事業への汎用性が高い13。 

・ プロジェクトでは過去の村落振興・森林保全プロジェクトや DSCWM により作

成された研修教材を十分活用した上で、研修パッケージを開発した。 

・ 研修で用いたカスケード方式が C/P の能力開発に効果的に、効率的に機能して

いる。 

 

阻害要因は本調査では確認されなかった。 

 

４－１－４ インパクト（見込み） 

既にいくつかの顕著なプラスのインパクトが以下のとおり発現している。 

 

(1) 地方行政への住民のニーズの反映 

地方選挙がいまだ行われず、VDC も選挙結果を反映した組織としては機能していな

いなか、WCC はサブ・プロジェクトのための予算要求を行っており、8 対象郡（34VDC）

のうち、58.8%の VDC から予算を獲得している。地域住民が地域開発のための本来の

方法である VDC や他の地方組織にアクセスし、自らのニーズを行政に反映する方法

を習得しつつある点は高く評価できる。 

 

(2) DSCWM による複製事業の拡大 

DSCWMとDSCOの高いオーナーシップは既に認められているが、彼らはSABIHAA

モデル複製事業を積極的に 2009 年から本プロジェクトと同じ 8 郡（VDC は異なる）

で実施している。更に、DSCWM は 2010 年 7 月からプロジェクトの対象外の 3 郡 3VDC

において SABIHAA モデル複製事業を拡大している。複製事業は WCC を計画実施団

体として捉え、OG を用いている点においてプロジェクトと類似の方法で実施されて

いる。一方で、プロジェクト対象外の 3 郡では予算の制限もありモチベーターは雇用

されていない。このように、プロジェクトと SABIHAA モデル複製事業ではいくつか

の違いがあるものの、本プロジェクトの上位目標である「複製事業の拡大」の達成に

向けて既に動き出したといえる。 

 

(3) ネパールの地方分権政策への影響 

MoLD はそのミッションに基づき、2008 年から LGCDP の実施を通じ、地方分権制

度の確立を目指している。LGCDP は現場レベルの活動をようやく開始したところで

あるが、調査団が視察した VDC では、既にモチベーターが LGCDP のソーシャル・モ

ビライザー14に指導的な役割を果たす姿も確認された。これも 1 つの「インパクト」

と呼べるが、郡、国レベルへのインパクトはいまだ明確には見られていない。今後プ

                                                        
13
 大規模の事業（災害への緊急対策等）用には別のフォーマットが存在する。また、通常の DSCO 業務においては、

600 万 NRs 以下の事業であればユーザーグループと直接契約ができ、見積もりも必要ない。DSCO はほとんど直接

契約であり、入札はほとんど経験ない。 
14 LGCDP の下での Ward Citizen Forum（WFC）のための各村での調整係 
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ロジェクトが郡や国レベルの連携を深めていくなかで、プロジェクトのアプローチが

地方分権による地方行政の効果的なモデルであることを積極的にアピールしていくこ

とが望まれる。 

 

４－１－５ 持続性 

本プロジェクトの持続性は以下の要因から高いと評価される。 

 

(1) 予算面 

① 土壌保全局/DSCO 

2011 年度に、DSCWM では地域開発森林/流域保全プロジェクト（SABIHAA

複製事業）が約 5,770 万円予算計上され、事業が実施されることなった。この

点において、SABIHAA モデルが DSCWM に内在化されたといえる。他方、全

国展開するためには、更なる予算の配分が求められる。 

 

② 地方行政ライン 

プロジェクトはWCCが年間計画を実施するためにVDCに積極的にアプロー

チするように促進してきた。今後、VDC や DDC が更にサブ・プロジェクトに

協調融資する割合が増えるものと期待される。 

 

③ その他の予算源 

VDC レベルでは、既に他の地方組織〔郡農業開発事務所、女性開発事務所

（Women Development Office：WDO）、NGO 等〕による協調融資・連携の事例

が散見されるが、更なる強化が必要である。 

 

(2) 制度と政策面 

① MoLD との連携 

本プロジェクトの計画段階で既に、LGCDP との連携の必要性については言

及されていた。調査団は SABIHAA モデルに関する理解は中央レベルではある

と観察したものの、更なる情報共有が期待される。また DDC レベルでは DDC

間でその理解の幅は異なる。VDC レベルでは WCC は VDC や LGCDP のソー

シャル・モビライザーとの連携事例が散見される。  

 

② DSCWM における SABIHAA モデルの制度化 

DSCWM は SABIHAA モデル複製事業を既に 11 郡で実施しているが、更に

18 郡まで拡大し、56 カ所の DSCO が存在する郡の 3 分の 1 を、当面、カバー

する考えである。そうした拡大を通じ、DSCWM は SABIHAA モデルを流域管

理手法として検討することもできる。DSCWM は土壌保全流域管理プログラム

（2007 年～2025 年）に基づき、土壌保全流域管理戦略を策定中であるので、

SABIHHA モデルを、そのなかに位置づけられることが望ましい。  
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③ 大統領チュリア開発プログラム15 

大統領チュリア開発プログラムは 2010 年度より実施しており、DSCWM は

森林土壌全省において中心的な実施機関となっているので、SABIHHA モデル

との連携が構築されることが望ましい。  

 

４－２ 結論 
評価団は PDM1.8 に示された投入、活動、アウトプット、プロジェクト目標はほぼ達成

されていると確認した。評価 5 項目に基づく評価結果は以下のとおり要約される。 

 

評価 5 項目16 評価結果 

妥当性 高い。プロジェクトは MoFSC と MoLD の政策に合致している。 

有効性 高い。プロジェクト目標は大きく達成した一方で、DSCO と DDC との

更なる連携が求められる。 

効率性 非常に高い。DSCWM に蓄積されている過去の成果がアウトプット達

成に活用されている。 

インパクト 複製事業の拡大の点において既に顕著なインパクトが発現している。

持続性 高い。予算面ではある程度持続性は見込まれるが、SABIHAA モデル

複製の更なる拡大と関係機関との協働が必要である。 

 

・このプロジェクトの目的は、郡レベルでの DSCO と地方行政との関係を強化し、DDC、

VDC の予算を活用して、住民生活に直結した参加型流域管理事業（SABIHAA モデル

複製事業）を促進することである。 

・SABIHAA モデルは、コミュニティレベルでの土壌保全・流域管理活動を推進するツ

ールであると同時に，住民のエンパワーメントや住民のニーズを反映させ実現するツ

ールとして、DSCWM 関係者に定着していることを再認識した。SABIHAA モデルの

特徴は、WCC を中心とすること、住民ニーズに基づく地域資源管理計画を作成し事

業を実施すること、住民の能力向上を図ること、POWER 活動を通じて女性や社会的

弱者を含めること、透明性が高いこと、などである。DSCWM 関係者や今回訪問した

村での住民の発表でも同様の説明がなされ、共通認識は研修等を通じて浸透している

ことが確認できた。 

・プロジェクトでは、8 郡 34VDC/306 集落において、WCC を形成し、毎年 1 つの参加

型流域管理事業サブ・プロジェクトと毎年 1 つの POWER 活動を実施し、全集落で計

画－実施―評価のサイクルを 3 サイクル（3 年間）繰り返すことを通じて、関係者の

能力向上を図っている。  

・参加型流域管理事業サブ・プロジェクトの幅は広く、道路法面の保護や土砂崩れの防

止などの土壌保全や流域管理のほか、住民ニーズの高い給水、道路の補修なども含ま

れる。また POWER 活動はヤギ飼育や生姜栽培など生計向上が中心である。そのため

DSCO だけでなく、DDC、VDC や他のディストリクト（地方）レベルの政府機関の開

                                                        
15

 チュリア地域は山岳地帯とタライ平野の間にある標高 1,000～1,200m に位置する。タライ平野やインドとの工業面

での繋がりがあり、山岳地域も観光で経済的に発展が見込めるが、チュリア地域はその中間地域として開発から取り残

されている貧困地域である。 
16 5 項目の評価のランキングは『新 JICA 評価ガイドライン』での指定は特に無いが、本調査では「非常に高い」「高

い」「中程度」「低い」「非常に低い」の 5 段階評価とする。 
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発予算を引き出すことが、SABIHAA の持続性のためにも、また村落の生活向上のた

めにも重要である。 

・プロジェクトでは、DSCO、VDC、モチベーター、WCC、POWER グループの能力強

化のための研修に力をいれており、これまでに 14 コース 1,243 人が研修を受けている。

なかでも集落での活動の持続性のためには WCC の能力向上が重要である。全 WCC

は毎年 5 項目（組織管理、他機関との連携、地方自治、資源管理、能力向上）による

自己評価をすることになっており、事業の実施を通じて成長することを目指している。 

・既に 8 郡 34VDC/306 集落のうち、23VDC/102 集落（33％）において、DDC/VDC から

資金や資材提供を受けてサブ・プロジェクトが実施されており、プロジェクト目標の

指標である 5%を大幅に超え、地方行政体との連携は予想以上に順調に進んでいる。

2010 年度のサブ・プロジェクト実施予算のうち VDC・DDC から 757 万ルピーが支出

され、プロジェクトから 1,953 万ルピーが支出された。DSCO やモチベーターが WCC

から VDC への働きかけの強化を一層支援し関係強化を図れば、プロジェクト後半で

は、さらに連携が進むことも可能である。 

・上位目標である「対象地域以外への展開」についても、達成される可能性が高い。

DSCWM は 2006 年から複製活動を現在のプロジェクト対象地域である 8 郡の 49VDC

で SABIHAA 複製活動を実施してきた（現在 33VDC で実施中）。対象地域外への展開

として、2010 年から 3 郡 3VDC での複製活動を開始している。DSCWM は今後も徐々

に対象郡を拡大していく計画である。 

・プロジェクト終了後の持続性の確保のため、DSCWM 予算による複製活動においても、

本プロジェクトが取り組んでいる地方行政機関（DDC、VDC）との協力が制度化、定

常化することが望ましい。プロジェクトの計画時点では、複製活動の支援は含めてい

なかったが、プロジェクト後半では、複製活動の現状分析を行い、複製活動における

地方行政との連携事例の向上を目指し、研修の実施等の支援を行うことが望ましい。 

・以上のような SABIHAA モデルの展開のためには、中央レベルで MoFSC や MoLD、

関係ドナーに SABIHAA の経験や成功事例を共有することが重要であり、プロジェク

ト後半ではできる限り早期に「プロモーションパッケージ」を作成し、セミナーの開

催等を通じて「発信」に力を入れることが重要である。 
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第５章 提言 

 

プロジェクト活動を通じ、SABIHAA モデル複製事業の経験は良好な連携の下、DSCO

と地方組織間で十分に蓄積されつつある。今後プロジェクトの残りの期間においては、

SABIHAA モデル複製事業を拡大しつつ MoFSC と MoLD 間の連携により地方行政と流域

管理をいかに持続的に促進していくかが主要な課題となる。 

ネパール側はプロジェクトの支援を受けつつも SABIHAA モデル複製事業の拡大に向け、

必要な手立てを講じていく必要がある。 

 

５－１ MoFSC への提言 
(1) SABIHAA モデル複製事業の制度化 

2 つの省の共通ニーズに基づき、SABIHAA モデル複製事業と LGCDP の連携が地域

資源管理計画と農村開発計画、WCC と集落住民委員会間、モチベーターとソーシャ

ル・モビライザー間とそれぞれに図られるべく調整促進が期待される。 

その結果、プロジェクトを実施するうえで、両省が SABIHAA モデル複製事業と地

方行政によるシナジー効果を促進する旨、記載された両省連名の合意書（ joint 

understanding memorandum）が発出されることが望ましい。 

 

(2) SABIHAA モデル複製事業の拡大  

SABIHAA モデル複製を他郡に拡大すべく人員と予算の確保を主導すること。 

 

(3) 持続性担保のための作業グループの形成 

上述の事項を検討、実現するために関係機関／局から構成される作業部会を設置し

プロジェクト終了後の持続性について考察していくこと。 

 

(4) 更なる連携 

① MoFSC 内の DSCWM と森林局間をはじめ、省、局、プロジェクト間の更なる

連携を促進し、例としてプロジェクトと郡森林事務所との連携を強化する。 

② MoLD や、農業共同組合省、水資源省等関係機関との連携を促進する。 

 

５－２ DSCWM への提言全国規模拡大への活動計画策定 
現在、DSCWM で策定中の土壌保全流域管理戦略の一部として SABIHAA モデルの適用

に関し議論し、またその議論において、具体的な作業工程、実施体制、予算、他の関係機

関との連携について可能性を探ること。 

 

(1) SABIHAA モデルの広報 

他の関連事業〔例：LGCDP、マルチセクター森林プロジェクト（Multi-Stakeholder 

Forestry Project：MSFP）〕、大統領チュリア保全プログラム等）に対し SABIHAA モデ

ル複製事業を周知し経験を共有すること。上記以外の機会も捉え、SABIHAA モデル

複製の経験を更に表に出し広く共有すること。 
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(2) 現場レベルの協働 

WCC と POWER グループの資金源を確保すべく、WCC、VDC、DDC 間の調整を図

る。DDC 会合もそうした調整の機会として活用できようにする。 

 

(3) DSCO 職員の能力向上 

プロジェクトとともに、プロジェクト期間中に SABIHAA モデルに関する DSCO 向

け追加的研修の開催について主導すること。DSCO 職員向けの定常研修に SABIHAA

モデルに関するコースを組み入れることで予算を確保するのも一案である。かかる研

修には SABIHAA モデル複製事業の経験を積んだ DSCO 所長/職員及び DSCO 技術者

や、これまで開発した教材の活用も検討する。 

 

５－３ MoLD への提言 
(1) SABIHAA モデルの制度化 

MoFSC と MoLD の共通ニーズに基づき、SABIHAA モデル複製事業と LGCDP の連

携が地域資源管理計画と農村開発計画、WCC と集落住民委員会間、モチベーターと

ソーシャル・モビライザー間とそれぞれに図られるべく調整促進がなされることが期

待される。 

その結果、プロジェクトを実施するうえで、両省が SABIHAA モデル複製と地方行

政によるシナジー効果を促進する旨、記載された両省連名の合意書（joint understanding 

memorandum）が発出されることが望ましい。 

 

(2) SABIHAA モデルの活用 

MoFSC と協力し、LGCDP にどのように SABIHAA モデルを活用できるかを検討す

ること。実践的な SABIHAA モデルは地方行政機関向けの一連のガイドラインに反映

することが望ましい。 

 

(3) 他省との連携 

DDC が策定する地方開発計画において、全レベルのセクター地方事務所間の連携を

強化すること。 

 

(4) SABIHAA モデルによる WCC 計画の統合化 

WCC 策定による計画を VDC の計画へ統合する適切な方策を模索すること。更に、

WCC と集落住民委員会の調整を図り、これら組織の調和化を進めること。 

 

５－４ プロジェクトへの提言 
(1) SABIHAA モデル複製事業の広報 

1） ネパール側関係者による SABIHAA モデル複製事業の全国規模拡大へ向け、その

経験や有効性を明確に広報していくことが重要である。以下の事項がプロジェクト

活動に含まれることを提言する。 

2） 地方組織を巻き込みに成功している WCC 活動の優良事例や教訓を収集分析する。 

3） SABIHAA モデル複製事業広報用パッケージ（DVD、パンフレット、事例集等）

を作成する。 

4） SABIHAA モデル複製事業を広報すべく DSCWM がワークショップ、セミナー、
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シンポジウム等を実施する際、プロジェクトは同局を支援する。 

 

(2) SABIHAA モデル複製事業への支援 

1） SABIHAA モデル複製が全国に拡大するためには現在進行中の複製事業から得ら

れる教訓を生かすことが肝要である。以下の活動はまた、本プロジェクトの上位目

標を達成する上でも付加すべきものであると考える。 

2） ネパール政府による SABIHAA モデル複製の拡大に向け現実的な方策を模索、分

析する。 

3） SABIHAA モデル複製オペレーションガイドラインを本プロジェクトと複製事業

の経験、教訓を基に改訂する。 

 

(3) MoLD との連携 

MoLD、DDC を本プロジェクトに更に巻き込むべく現場レベルにおける更なる経験

の共有を図り、連携を促進する。LGCDP に関連が深い他の JICA プロジェクトとの情

報共有も望まれる。 

 

(4) 現場レベルの協働 

1） SABIHAA モデル複製の推進にとって WCC が資金源に適切にアクセスできるこ

とは極めて重要である。現状をかんがみて以下の取り組みが必要と考える。 

2） 集落、VDC、DDC 間の連携を図り、郡や VDC レベルの計画策定プロセスに WCC

や POWER グループ支援のため適切な資金源の調整を取り入れること。DDC 会合

は更に効果的な調整の場として有効活用が可能である。 

3） 集落レベルの総合計画を策定する際に WCC による地域資源管理計画との調和化

を図こと。そのために、地域の森林グループ等関連したグループとの連携が集落

内で図られることが理想的である。 

4） WCC の計画の質を向上し、より一層、外部からの資金源を確保させるべく、OG

の改訂を行うこと。（例：地域資源管理計画の改善、潜在的な組織による資金提

供サービス・リストの添付等） 

  

５－５ JCC への提言 
(1) 上位目標の指標の見直し 

PDM1.8 の上位目標には MoFSC と MoLD の「イニシアティブ」の指標が明確に記載

されていない。現在示されている指標に加え、新たな指標について JCC の場で議論・承

認するのも一案である。本調査団は上位目標の指標として、「『SABIHAA 複製をより良

い流域管理と地方行政のために制度化する』と記載された MoFSC と MoLD 合同の同意

書を発出する」とすることも提案したい。 

 

(2) 郡作業委員会との定期的な会合の実施 

PDM でも予定されているとおり、郡作業委員会の会合/ワークショップは定期的にか

つ定常的に開催される必要がある。 

 

(3) MoFSC と MoLD の具体的な連携に関する議論 

JCC 会合の検討事項として、政策、現場レベル双方においてどのような具体的な連携
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が可能かに関し更なる議論を含めることが望ましい。 

 

第６章 専門分野にかかる所感 

 

プロジェクト終了後の持続性の確保の視点に重きを置き、関係者へのインタビュー、現

地視察等を踏まえての所感は以下のとおりである。 

 

６－１ 流域管理 
(1) 制度化について 

・ SABIHHA モデル複製事業の内部化は、2005 年に終了した村落振興・森林保全計

画 2 フォローアップ終了以降の 2006 年から始まっているが、現状では、「制度化」

まで至っているとは言い難い。 

・ SABIHHA モデル複製事業を確実に進めていくには、少なくとも MoFSC または

DSCMW レベルの公式な意思表示（例：通達等の公文書）が、トップダウン戦略

として必要である。 

・ 中間評価報告書で提言している MoFSC 及び MoLD の Joint understanding 

memorandum が発出されれば、MoLD ラインとの連携が強化され、ネパール国政

府において、「制度化」されたと判断してもよい。 

・ 制度化に向けて、ボトムアップ戦略として、DSCMW 自力での複製事業対象郡を

プロジェクト後半にさらに増加させることも重要である。 

 

(2) 関係機関等との協働（連携）メカニズムの構築について 

・ SABIHHA モデル複製事業を拡大するには、各 WCC が策定する地域資源管理計画

の連結化（9WCC－地域資源管理計画の統合化/1 本化）が必要であり、そのため

には、地域資源管理計画様式の改良も必要と考える。 

・ SABIHHA モデル複製事業に実施予算ソースの多様化の面から MoLD ライン

（MoLD－DDC－VDC－（IPA）－〔（Ward Citizen Forum）－（Social Mobiliser）〕

や他の関連機関（農業、灌漑、畜産等）との連携強化が重要である。 

（注）現状の地域資源管理計画は土壌保全・流域管理のみならず、橋修繕、歩道修繕、

灌漑施設、生計向上などを含み、村落振興計画的な性格となっている。 

 

(3) DSCWM、DSCO、WCC、モチベーター（Motivator：MoT）の SABIHHA モデル複製

事業の実施能力について 

・ 現地視察した DSCO では、DSCO、WCC、MoT の SABIHHA モデル実施能力は、

一定程度あり、後半のプロジェクト期間を考えれば、特に問題はない。特に、MoT

の意欲・能力は高い。 

・ SABIHHA モデルの有効性は、DSCWM 長も認めているので、複製事業の全国展

開のための人材育成を推進するために、プロジェクトの成果である SABIHHA モ

デルの内容を含む研修のレギュラー化が必要である。 

 

(4) プロジェクト終了後の予算確保について 

・ 現状の予算ソース（住民負担分は除く）は、プロジェクト（JICA）予算+DDC・
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VDC 予算＋関係機関予算である。プロジェクト終了後、JICA 予算に代わる

DSCWM 独自予算がどれだけ手当できるか見通すことは不可能である。 

（注）現在の SABIHHA モデルオペレーションガイドラインでは、各 WCC への資金

支援は、3 サイクル〔6 活動＝3（Users’ group）＋3（POWER）〕で終了となるが、

一般的に言って、村落振興対策は 3 カ年（3 サイクル）の実施のみでは、不十分

と考えられる。 

・ MoFSC－DSCWM ライン：MoFSC 本省高官（プロジェクト・ダイレクター）に

よれば、土壌保全・流域関連開発予算は省内では最も多いとのことである。

SABIHHA モデル複製事業推進に当たってのカギは、省内及び DSCWM の予算配

分といえる。その意味においても、上記 2 の「Joint understanding memorandum」

の発出が重要である。 

・ MoLD－DDC－VDC ライン：この予算獲得には、DSCO レベルでの DDC・VDC

の連携が重要である。特に、WCC の計画策定能力が予算確保につながるので、

DSCO 職員の WCC に対する濃密な指導も予算獲得の分かれ目となる。 

 

(5) その他 

① 流域管理保全の Sub-project 内容 

・ 流域保全管理で最も重要な自然要素は、森林分布と水の動態であるので、地域資

源管理計画にもう少し、詳しく記載したほうがよい。 

・ 村人が作成・実行できるような簡単な森林の保全管理計画、これに関連した植林

や保護等の活動をもっと組み込められないか。Forest Users Group との連携など

も地域資源管理計画に載せるだけでも、本プロジェクト目標との整合性が、よ

り対外的に理解されると思慮される。 

・ 現状のガイドラインによる Community Resource Map（Format 2）について、作成

された Map では、流域保全管理上重要な、森林の分布、谷や川の位置、崩落地

の位置等の記載が不十分なので、ガイドラインを改訂するときは、Map に書き

込む項目を明記したほうがよい。 

 

② プロジェクト実施体制（現状と終了後） 

・ プロジェクト実施体制について、DSCO 職員が主、プロジェクト雇用のオフィ

サーが補助役との説明を受けたが、プロジェクト終了に伴い、この補助役（カ

トマンズ事務所 4 名、ポカラ事務所 4 名）がいなくなったときの実施体制に不

安が残る。 

 

③ 集落レベルで実施体制 

・ プロジェクト対象 VDC において、同様の役割をもつ「Ward Committee」「集落

住民委員会」と「WCC」「ソーシャル・モビライザー（Social Mobilizer：SM）」

「MoT」の混在があるので、MoLD の LGCDP の動きを注視し、プロジェクト終

了後の姿（プロジェクトで作り上げた組織をどう落とし込むか）を描きつつ、

後半の事業を進めるほうがよい。 

 

(6) ネパール JICA 事務所への提案 

・ 中間評価提言は、MoFSC、DSCWM、MoLD、プロジェクト及び JCC の 5 者に対し
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て行ったが、これらの提言に対するアクションは、なんらかの形で、本プロジェク

ト専門家/スタッフが関わることになり、業務量の増大が予想される。 

・ 本プロジェクト成果を制度化し、プロジェクト終了後の自立発展に向けて、JICA

ネパール事務所のより一層のリーダシップ（関係機関の調整、予算、専門家派遣期

間等）も必要かと思慮されるので、プロジェクトに対する一層の支援を期待する。 

 

６－２ 地方行政・農村開発 
(1) プロジェクト全体の進捗・印象 

中間調査時点で、本プロジェクトは PDM に示された目的を既に達成または達成の方

向に向けて順調に推移している。本プロジェクトは 1990 年代からの長い技術協力の成果

に基づいて形成、実施されており、基本的な事業方法は確立されている。したがって、

本プロジェクトの真の課題は、1）本プロジェクトを経て事業の拡大的な継続が確実なも

のにできるか、2）新たな要素である「地方行政との連携」部分をどれだけ整理できるか、

の 2 点にあるものと考えられる。 

このうち、1）の「本プロジェクトを経て事業（SABIHAA と総称）の拡大的な継続を

確立できるか」は、担当である地方行政・農村開発分野を超える課題であるが、以下に

若干の所感を記す。 

本プロジェクトの主要な C/P 機関であり、SABIHAA を拡大的に継続実施していくこ

とが期待されている MoFSC やその他の関係者の話を総合すると、SABIHAA という名称

の知名度は十分に高い。一方で、MoFSC でも直接プロジェクトの係でない人は SABIHAA

の名称は知っていても内容についてはほとんど認識されていないようである。これに関

連して、MoFSC 海外援助局長の Mr. Ram Prasad Lamsal（プロジェクトダイレクター）は

「SABIHAA は長くやっている良いプロジェクトなので、省内での認知度を高め、他の

事業やプロジェクトとの経験共有を強化すべき」との感想を述べていた。 

また、MoFSC 下の DSCWM の本プロジェクト対象郡では SABIHAA モデルの哲学や

事業方法が十分に理解されていて、過去のプロジェクト時から自立・発展している WCC

や VDC との連携事業の実施など現場レベルで多数の「優良事例」があることも確認さ

れた。ただし、プロジェクトのプレゼンテーションなどに「優良事例」が必ずしもうま

く取り入れられている訳ではなく改善が必要と思われる。 

このような実績に基づいて DSCWM は、本プロジェクト対象地域の外でも SABIHAA

を実施している。これは本プロジェクトの対象 8 郡内にある本プロジェクトの対象では

ない 33VDC 及び本プロジェクトの対象でない 3 郡の 3VDC においてである。これらの

DSCWM による独自事業は「SABIHAA 複製事業」（SABIHAA replication）と呼ばれ、

DSCWM の独立した予算コードになっている。この予算コードに基づいて MoFSC は財

務当局に対して毎年予算要求を行っており、SABIHAA の持続的な拡大に向けた財政的

な道筋はほぼ見えてきている。一方で、MoFSC及びDSCWMの政策文書の中にSABIHAA

が明確に位置付けされている訳ではなく、プロジェクト後半の課題である。 

以上のような状況を考えると、プロジェクト後半においては、これまでの「優良事例」

の収集、整理、分析を行い、ガイドラインやビデオなどと併せて魅力的な「SABIHAA

プロモーションパッケージ」を作成して配布するとともに、成果発表・経験共有セミナ

ーなどを定期的に開催して、SABIHAA の拡大的な普及に向けた地均しをすべきである。

そのようなプロモーションにおいては、本プロジェクトの主たる目標である「地方組織

（DDC、VDC などの Local bodies）との連携」と併せ、MoFSC/DSCWM が独自に実施し
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ている「SABIHAA 複製事業」にも焦点を当てるべきと思われる。また、後述する LGCDP

や 2012 年から始められる Multi-stakeholder Forestry Program などとの経験共有、交流を積

極的に行うべきである。このような活動は、本プロジェクトの最終年度に集中的に行わ

れる計画となっているが、中間評価時点でプロジェクト目標の達成に一定の目途がつい

ていることを考えると、できる限り早く「SABIHAA 普及活動」にプロジェクトの中心

を移すべきであると考える。 

 

(2) 地方行政連携・地方行政分野における進捗 

中間レビュー報告書に数値を含めて示されたとおり、本プロジェクトは中間調査時点

で「プロジェクト対象 8 郡において、暫定地方自治体と DSCO の協働による参加型流域

管理事業が実施される」という目標を達成できる見込みが立っている。現場での WCC

と VDC との協議、WCC が作成する地域資源管理計画やこれに基づく年間活動計画への

VDC からの支援は着実に進展している。この方向を確実にして、上に示した「優良事例」

の収集・分析を通じて WCC と VDC の連携の手順、方法や課題などを明らかにすべきで

ある。VDC と WCC の連携は「協調融資」の形で示されているが、事業毎に資金の出所

を分ける、1 つの事業を VDC と WCC（プロジェクト）の両方の資金を合わせて実施す

る、VDC 資金で実施する事業に WCC が労働力提供で参加するなどいろいろな形がある

のではないかと想像される。これらについて分類なども試みながら優良事例を収集・分

析することが重要と思われる。 

本プロジェクトでは、WCC と VDC の連携を促進するため、VDC 事務官（VDC 

Secretary）も参加者に含めた「グループマネジメントと組織開発」「参加型計画と地方行

政」などの研修を実施している。これらの研修が WCC と VDC の連携にどの程度貢献し

ているのかを検証する必要がある。また、WCC と VDC の架け橋としてプロジェクト雇

用のモチベーターを VDC 毎に配置しているので、モチベーターの役割についても整理

する必要がある。WCC と VDC の連携促進に果たす研修やモチベーターの役割を考察す

る 1 つの方法として、本プロジェクトにおける WCC と VDC の連携と、研修やモチベー

ターなしで進められている DSCWM 独力の SABIHAA 複製事業での WCC と VDC の連

携のあり方の比較などが考えられる。これにより、プロジェクト後の SABIHAA 事業の

形が明らかになってくるものと思われる。 

これまでの所、本プロジェクト及び WCC と DCC との連携は、VDC との連携と比し

て大きな成果を上げていない。これは、DDC、VDC がそれぞれ独立した地方組織であり、

WCC が日常的に接し地域資源管理計画や年間活動計画の実現などを働きかけていく相

手が VDC になるためと思われる。後述するように郡レベル（DDC）、村レベル（VDC）

ともに選挙が行われておらず、今のところ、VDC 事務官を説得できれば VDC の開発資

金を WCC の活動に使うことは比較的容易であると予想される。選挙が行われて正当性

を持った VDC 議長他が選ばれる前にこのような流れを既定路線にしてしまう戦略が考

えられる。また、VDC 事務官に SABIHAA の哲学や手順を広く理解させるために、MoLD

下の地方開発研修所（Local Development Training Academy：LDTA）が定期的に実施する

VDC 事務官への研修コースに本プロジェクトが行った研修コースに基づいて SABIHAA

の知見を組み込むなどの働きかけが考えられる。一方で、いずれは地方選挙が実施され

ることを視野に入れ、MoLD や LDTA などが選挙後に実施する VDC 議長他へのオリエ

ンテーションで SABIHAA を紹介するなどの可能性も模索すべきと思われる。 

本プロジェクトから連携強化に向けた DDC への働きかけは、県レベルの JCC である
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郡作業委員会を通じて行われている。郡作業委員会はほぼ定期的に開催されているよう

である。郡レベルでは、三半期17毎にすべての郡省庁（Line Departments）の郡責任者を

集めた郡開発調整会議（DDC との関係は不明）が開催されているようである。この会議

には DSCO 代表も参加している。本プロジェクト後の SABIHAA と郡行政・DDC との連

携を既存の行政制度の中に定着していくことを考えると、プロジェクト後半においては

プロジェクトが支援する郡作業委員会の機能を定期的に実施される既存の「郡開発調整

会議」に徐々に統合していくといった工夫も考慮されるべきである。 

 

(3) LGCDP の進捗概観 

2008 年に開始された LGCDP は、基本的な実施体制の整備、各種マニュアル・ガイド

ラインの作成を終え、最低限の基準を満たした地方組織（DDC、VDC 及び Municipality）

への交付金（Block Grant）の給付を実施している。2011 年度は LGCDP の最終年に当た

り、2012 年はフェーズ 1 の単純延長期間とし、この間に 2013/2014 年から 5 年間程度を

目途とした LGCDP フェーズ 2 を形成・開始する予定である。なお、フェーズ 1 の予算

額は約 421 億円（ネパール側 260 億円、ドナー側 161 億円）である。支援ドナーはアジ

ア開発銀行、DFID、スイス開発庁、ドイツ国際協力公社（Deutsche Gesellschaft fur 

Internationale Zusammenarbeit：GIZ）、カナダ国際開発庁（Canadian International Development 

Agency：CIDA）、ノルウェー、デンマーク国際援助庁及び国際連合（United Nations：UN）

機関（UNDP、UNCDF、UNICEF、UNV、UNFPA、UNIFEM）である。世界銀行は支援

の可能性をほのめかしているがいまだ実現していない。JICA は LGCDP への資金協力は

しておらず、本プロジェクトを含むいくつかの技術協力プロジェクトで LGCDP を側面

的に支援している。 

LGCDP は MoLD によって実施されており、ドナーを含む LGCDP の意思決定機関は

MoLD 次官が議長を務める National Advisory Committee である。MoLD 内に設置され Joint 

Secretary、Local Governance Division（Mr.Tirth Raj Dhakal）が長を務めるプログラム調整

室（Project Coordination Unit：PCU）が日常的な LGCDP 業務を遂行している。PCU は 7

つのプログラム成果に責任を持つ Under Secretary と UNDP の技術支援（technical 

assistance：TA）で雇用された 12 分野のナショナル・スペシャリスト及び事務スタッフ

からなる。LGCDP は MoLD の既存のラインに沿った実施（National Execution）を想定し

ている。ただし、今のところ、各 Output 担当の Under Secretary とナショナル・スペシャ

リストが協力して事業を推進している形であり、両者にアプローチすることが重要であ

る。なお、PCU には 1 人だけインターナショナル・スペシャリスト（Mr. Bruce Pollock）

は配置されている（今回の調査時は出張中で会えなかった）。 

LGCDP の重要な運営・技術的な側面に関して MoLD とドナーの意見調整を図り、プ

ログラムの方向を協議するために、以下のような 6 つの LGCDP 課題別委員会 （Thematic 

Group）が設置されている。 

① 市民・コミュニティ変容（Citizen and Community Transformation） 

② キャパシティー開発（Capacity Development） 

③ モニター評価・Fiduciary リスク管理（M&E, Fiduciary Risk Management） 

④ 財政の分権化・公共財政管理（Fiscal Decentralization and Public Financial 

Management） 

                                                        
17 ネパールでは四半期ではなく 4 カ月毎の三半期が行政の期間区分になっている 
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⑤ 分権化・政策改革 （Decentralization and Policy Reform） 

⑥ 環境・災害危機管理 （Environment and Disaster Risk Management）  

 

それぞれの課題別委員会についてMoLD内の担当課とドナー側のリードが決められて

いる。上の課題別委員会のなかで、JICA は 1）、3）及び 5）に参加している。これまで

の LGCDP が交付金（Block Grant）配布の実施準備に多くのエネルギーを割いてきたこ

ともあり課題別委員会の活動には濃淡がある。2012 年 2 月時点で活発な委員会は、1）、

2）及び 4）ということであった。本プロジェクトに関連が深い課題別委員会は、6）「環

境・災害危機管理」グループと考えられるが、今のところこの委員会は活発ではない。 

また、LGCDP に対する資金支援をしているドナー間の協調を図るために共同資金調

達計画（Joint Funding Agreement：JFA）が組織され、関係ドナー間で覚書（Memorandum 

of Understanding：MOU）が結ばれている。MoLD 近くに JFA 事務所があり、DFID が資

金を出したコンサルタントの Mr. Rune Quance が JFA 調整官として常駐している。 

LGCDP の事業計画は、年度戦略計画にまとめられている。MoLD の LGCDP のプログ

ラム・マネジャー（Mr. Gopi Krishna Khanal, Under Secretary）、JFA 調整官 Mr. Rune、LGCDP

ナショナル・スペシャリスト数名によると、LGCDP と確実にリンクしてプロジェクト

活動を行うためには、年度戦略計画にプロジェクトの年間計画が反映される必要がある

とのことである。しかし、本プロジェクトを含む JICA プロジェクトは、技術的な課題

のため、これまで年度戦略計画に反映されていない。3 月から次年度の年度戦略計画作

成作業が行われるとのことなので、時期を逃さず JICA プロジェクトの年度戦略計画へ

の反映の可能性を検討すべきである。 

LGCDP は全土を 5 つに分けてそれぞれに Regional Office を設置し、TA でナショナル・

スペシャリストを配置している。また、郡レベルでは MoLD のラインにあたる DDC 事

務所が LGCDP の担当事務所になり、郡毎に主に NGO が地方サービス提供事務所（Local 

Service Providers：LSP）となって DDC 事務所による LGCDP 実施を支援している。人員

としては、LSP に雇用される郡ファシリテーター、UNV などの支援を受け中央から派遣

される郡ボランティアが郡（DDC）に常駐している。村レベルでは、VDC が実施主体に

なり、LSP が村人をソーシャル・モビライザーとして謝金ベースで雇用し、住民参加に

よる計画作り、社会的包摂（Social Inclusion）の確保などの LGCDP の重要なプロセスを

VDC 事務官と協力して実施している。これら LGCDP の重要な要素については、Social 

Mobilization Guidelines、Social Inclusion Guidelines などの形でマニュアル化され、LSP が

VDC 書記官や SM、住民などへの研修を実施している。なお、VDC 選挙が行われていな

いため、LGCDP では Ward Citizen Forum（WFC）を設立して集落単位の住民参加を確実

にし、VDC レベルに総合計画委員会（Integrated Planning Committee：IPC）を設立して集

落から上がってきた計画を住民代表が承認するプロセスを確保している。また、VDC 毎

に「市民覚醒センター（Citizen Awareness Center）」を設置して、フェーズ 2 に向けて一

層の住民参加を図っていく予定である。 

LGCDP は端的にいうと「中央政府から DDC、VDC（及び市）に交付金（Block Grant）

を配分するプロジェクト」である。この交付金配布を的確、公正に行い、その資金を使

って地方組織が地域住民のニーズに合った事業を実施するための制度作りや人材育成を

行っている。併せて、ソーシャル・モビライゼーションによる住民参加、社会的な包摂

による弱者支援、環境防災その他の配慮事項が確実に実現されるための仕組みを作って

いる。 
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LGCDP による 1VDC への交付金は、平均すると 200 万ルピー（ほぼ 200 万円）程度

になる。なお、交付金は人口や面積などの指標から公式（Formula base）で決める基礎交

付金（Basic Grant）、独自財源の確保や提供したサービスの量などで加算される実績交付

金（Performance Grant）などに分けられる。このような交付金を最大限有効に使って、

DDC、VDC などの地方組織による地域住民に対する効果・効率的なサービス提供を実現

し貧困削減に貢献することが LGCDP の最終目標である。この LGCDP 交付金の使用に

ついては「VDC 交付金運用手順 （Village Development Committee Grant Operational 

Procedures）」が策定されており、これが将来の VDC 交付金の使い方の基本的なルール

になるはずなので、VDC との連携（特に資金協力を伴う場合）はこれに則って事業の計

画、実施がなされなければならない。本プロジェクトによる「地方組織（主に VDC）と

の連携」を確実なものにするため、上記の「運営手順」を踏まえた SABIHAA オペレー

ションガイドラインの作成などを検討すべきである。 

LGCDP も 1 つのプロジェクトに過ぎず、プロジェクト期間が終了すれば元に戻って

しまうのではないかとの懸念がある。しかし、地方組織への交付金（Block Grant）配分

は LGCDP 以前からネパールにある制度で、将来の選挙代表を伴う地方組織は LGDCP

後も交付金額の維持・増額を求めることが予想され、ネパール政府による持続がほぼ確

実なプログラムと考えられる。その場合、上記の「運営手順」がプロジェクト後もその

まま使われる可能性が高い。なお、世界銀行は「地方選挙が実施されていない」ことな

どを理由に LGCDP への資金提供を行っていない。 

前述のとおり LGCDP は 2013 年度から次のフェーズに入る。フェーズ 1 はどちらかと

いうと地方組織への交付金供給の体制作りや各種マニュアルの整備、ソーシャル・モビ

ライザーや住民などへの研修といった準備的な活動が中心であった。次のフェーズでは、

定期的な交付金提供、この資金を使った事業実施による地域開発、問題解決が本格化す

ることになると予想される。これに関連して、LGCDP に参加する UN 機関の取りまとめ

を行っている UNDP の地方行政専門家（Dr. Neil Webster）は「各省庁（Line Department）

の地方の出先機関など地方組織や住民にサービスを提供する機関の LGCDP プロセスへ

の巻き込みがフェーズ 2 の主要課題」と明言しており、フェーズ 2 では本プロジェクト

のように MoLD 以外の省庁が地方で実施するプロジェクトと LGCDP の連携の余地・貢

献の可能性が拡大するものと思われる。 

 

(4) 具体的な提案 

① 現場の「優良事例」の収集、整理、分析、発信 

中間評価までに「地方組織との連携」を含む多くの「優良事例」が本プロジェク

トの現場で見られ、前身プロジェクトから持続・発展している WCC などの住民組

織の「優良事例」も少なからず存在している。DSCWM によるプロジェクト紹介で

も現場の事例がいくつか紹介されており、「優良事例」の収集が既に開始されている

ことが伺われる。プロジェクトの後半では、「優良事例」の収集を加速するとともに

整理・分析を開始する必要がある。これらの「優良事例」については、以下で述べ

る「SABIHAA プロモーションパッケージ」に事例集などの形で含め、またセミナ

ーやワークショップなどを通じて積極的に発信していくべきである。 

 

② ビデオなどを含む「SABIHAA プロモーションパッケージ」の作成 

後半の活動の中心を「SABIHAA の普及」に移すため、できるだけ早く「SABIHAA
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プロモーションパッケージ」を作成すべきである。本プロジェクトでは、これまで

も実用的なオペレーショナル・ガイドラインや 5 シリーズの研修マニュアルなど多

数の有用な教材を作成している。また、「優良事例」の収集も始まっている。これら

の既存の教材や情報をまとめて、魅力的な SABIHAA プロモーションパッケージを

早急に作成すべきである。 

このような活動はプロジェクト最終年度に計画されている。しかし、中間評価時

点でもプロジェクトの進捗が計画よりも早いこと、残された課題が「SABIHAA 普

及の道筋の明確化」や「地方組織との連携の在り方の整理」であることを考えると、

SABIHAA のプロモーションをできる限り早く始めるのが合理的である。最終年に

完璧な普及教材を作成するよりも、不完全でも既存の情報に基づいて暫定的なプロ

モーションパッケージを作り普及事業を開始することが肝要である。暫定的なプロ

モーションパッケージの作成、これによる普及開始、その経験から得られるフィー

ドバックの暫定版への反映という過程を通じて、最終成果品の質や妥当性も高まる

ものと思われる。上記の「優良事例」でも同様であるが、ビデオや写真などの映像

資料の有効活用が重要である。プロジェクトでは既にラジオなどのメディア戦略も

開始しているとのことなので、これらもうまく活用できることを期待している。 

 

③ 定期的なセミナーの開催 

長い歴史を持つ本プロジェクトは、発信すべき情報が十分蓄積されている。特に本

プロジェクト期間には VDC との連携事例や C/P 機関である DSCMW が独自で開始し

た事業もあり、新しい切り口での情報発信が可能である。当初の活動計画では、本プ

ロジェクトのセミナーなどは主に最終年度に計画されているが、これを前倒しで開始

し一度だけでなくさまざまな局面毎にセミナーなどを開催することを提案したい。 

具体的には、中間評価でまとめた情報を発表するセミナーをまず開催したい。この

折には本プロジェクトの関係者だけでなく、DSCWM や MoFSC の高官なども招聘し

てプロジェクトの内容理解を進めるとともに、「局として」「省として」どのように本

プロジェクトや SABIHAA の成果を使っていくのかなどについて議論したい。このよ

うなセミナーで省や局の認知を深めたうえで、2012 年から始まる Multi-stakeholder 

Forestry Program や LGCDP など他のプロジェクト、またそれを支えるドナーなどと

SABIHAA の有効性や普及可能性を協議するワークショップやセミナーなどを開催し

たい。MoFSC や DSCWM 及びプロジェクト関係者が、これらの機会に外の人々と対

話、協議するなかで本プロジェクトや SABIHAA の「価値」が徐々に明らかになると

期待される。このようなワークショップやセミナーを通じて、外に通用する「SABIHAA

の価値」が明らかになっていけば、LGCDP など他の取り組みとの連携の具体的な形

や戦略が見えてくるはずである。この意味からもセミナーやワークショップにはでき

る限り多くの多様な参加者を求め、多角的な視点から協議ができるように図るべきで

ある。可能であれば、他との「共催セミナー」にすべきである。たとえば、本プロジ

ェクトで実施している POWER の自己分析結果に基づいて、その方法を開発した Plan 

International、POWER と似通った活動を行うジェンダー主流化・社会的包摂促進プロ

ジェクト、市民覚醒センター（Citizen Awareness Center）を全 VDC に設置して REFLECT

を行う予定の LGCDP と協力して、「弱者層のエンパワーメント」を主要テーマにした

共同セミナーの開催などが考えられる。プロジェクト後半に向けて、より広範囲な情

報発信をできるだけ多く実施することがプロジェクト成果の持続的な拡大や「地方組
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織との連携促進」という本プロジェクトの新しいテーマを進めていくためにも重要で

ある。 

また、プロジェクトが実施している JCC の頻度を高め、より実質的な議論ができる

ように図っていくべきである。プロジェクトの成果を政策に反映していくためには、

政府内の公式な場での協議の積み重ねが重要である。JCC はその好機であり、十分な

準備と根回しの上で生産的な議論を積み重ねていく必要がある。プロジェクトが前面

に出る必要はないが、プロジェクトによる根回し、下準備が重要であり、JICA 事務所

も最大限の支援を行うべきである。 

 

④ DSCWM が開始した 3 郡での SABIHAA 複製事業の拡大支援 

DSCWM は SABIHAA 複製事業予算を使って、本プロジェクトの対象ではない 3 郡

の 3VDC で SABIHAA 複製事業を開始している。そこでは、本プロジェクトと異なり

モチベーターは配置されず事業数も最小限になると聞いている。いまだ始まったばか

りであるが、この 3 郡 3VDC での事業内容は、DSCWM による SABIHAA 実施の基本

的な方向を形作るものになると予想される。したがって、この DSCWM 独力による 3

郡 3VDC での SABIHAA 複製事業のあり方や課題を分析すべきである。他方、DSCWM

なりのやり方を阻害しないようプロジェクトからの影響は最小限にとどめるべきで、

現場の実施とは距離を置いた分析が必要である。この分析に基づいて、DSCWM と合

同で 3 郡での理想的な実践をオペレーショナル・ガイドラインにまとめるなどの作業

も必要であろう。 

また、この分析の過程で関係者の SABIHAA 実施に関する能力向上の必要性や具体

的な内容を明らかにし、3 郡の関係者を中心に将来 SABIHAA に係る DSCWM 職員へ

の研修を省や局の森林研修所などと協力して実施するなどの側面支援も考慮すべきで

ある。併せて SABIHAA 普及を促進し人材育成などその準備を進めるために、DSCWM

の既存の研修コースやセミナー開催を通じた DSCWM 職員への SABIHAA の紹介など

も検討されるべきである。 

 

⑤ MoFSC 傘下のプロジェクトとの交流 

前述の MoFSC 高官のコメントにもあるように、SABIHAA の知名度は高いが、その

内容は省内でもそれほど広く理解されている訳ではない。一方で DSCWM が独力で

SABIHAA 複製事業を開始したことなどを考えると、局及び省の SABIHAA への期待

は大きいと予想される。中間評価でプロジェクト目標の達成はおおむね目途が立って

いると確認されているので、今後は広く省局内外を対象にした SABIHAA の内容理解

の促進活動が重要である。 

その手始めとして、MoFSC 省内での SABIHAA の内容理解の促進活動を行ってもら

いたい。具体的な提案として、2012 年から開始予定の Multi-Stakeholder Forestry Program 

（MSFP）との交流から始めてはどうかと考えている。MSFP は DFID ほかのドナーの

支援を受け森林局が行ってきた村落林プロジェクト（Community Forest Project）の後

継プロジェクトである。村落林、特に村落林利用者組合（Community Forest User Group）

は、SABIHAA の WCC でも重要なアクターである。また、近年の村落林プロジェクト

は、村落林管理だけでなく住民の生計向上（Livelihoods）に力点を置いていて、この

点でも本プロジェクトや SABIHAA と共通点が多い。もちろん、村落林プロジェクト

や今後始まる MSFP が村落林利用者組合に力点を置いている点で集落単位を基本とす
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る SABIHAA とは異なっているが、違いではなく共通点に焦点を当て「互いの利益

（win-win）になる関係」が作れるような交流を行ってもらいたい。MSFP が今年から

多くのドナーを巻き込んで始まり、将来の森林分野 SWAP を視野に入れていることを

考えると、MSFP との交流から始めることは適宜を得た方策と思われる。また、MoFSC

では「里山プロジェクト」（Satoyama Initiatives）を本格化したい意向を持っているよ

うなので、これとの連携なども積極的に進めていければと期待している。MSFP、里

山プロジェクトなどと本プロジェクト及び SABIHAA 複製事業との二者間の関係構築

を進め、多くの取り組みやドナーを巻き込んだ「森林セクタープログラム」の形成を

促進してもらいたい。 

 

⑥  MoLD、特に LGCDP との連携関係の構築 

  本プロジェクトの主題は「地方組織との連携」であり、現場では WCC－VDC の連

携事例が積み重ねられている。このような現場の「優良事例」の分析に基づいた政策

改善支援に取り組んでもらいたい。このためには、本プロジェクトの C/P 機関の 1 つ

である MoLD が実施するナショナル・プロジェクトである LGCDP との協力・連携関

係の深化が重要である。しかし、MoFSC を主な C/P とする本プロジェクトが単独で、

多数のドナーが財政・資金協力を行う LGCDP に影響力を行使していくのは難しいの

ではないかと予想される。そこで、本プロジェクトとジェンダー主流化・社会的包摂

促進プロジェクト、SMES18ほかの関連プロジェクトで「LGCDP への働きかけに関す

る勉強会」を事務所主導で設置し、これらの JICA プロジェクトが協力して「現場の

経験・知見活用」を LGCDP に働きかけていくことを提案したい。中間評価時に LGCDP

への働き掛けの前提条件として、JICA プロジェクトを LGCDP の年間戦略計画（年度

戦略計画）に位置付ける必要性が明らかになった。その後の JICA ネパール事務所と

のやり取りで、JICA プロジェクトを年度戦略計画に位置付けるにはさまざまな障害が

あることも明らかになっている。まず年度戦略計画に JICA プロジェクトを位置付け

ることのメリット、デメリットを関係プロジェクト間で協議してもらいたい。この提

案の意味は「年度戦略計画に位置付ける」こと自体ではなく、JICA プロジェクト間で

「LGCDP に現場の経験・知見を反映する戦略」を具体的な課題を持って検討しても

らいたいということである。 

また、前述のように LGCDP には、6 つの課題別委員会（Thematic Group）が設置さ

れ、それぞれの分野課題を協議し LGCDP 全体政策に反映するメカニズムができてい

る。本プロジェクトの関連では「環境・防災課題グループ（Thematic Group 6： 

Environment and Disaster Risk Management）」が考えられる。このグループはこれまでの

ところ、それほど活発でなく、本プロジェクトが貢献する余地が大きいと思われる。

MoLD の環境課（Environment Section）の Mr. Binod Prakash Singh, Under Secretary 及び

環境スペシャリストの Mr. Ek Raj Sigdel などと調整して、本プロジェクトの同委員会

への貢献の方法を検討してもらいたい。特に前述した「経験共有セミナー」を同委員

会と共催で行うなどの形で LGCDP に協力しながら、本プロジェクトの成果や経験を

MoLD による地方環境政策に反映する試みを実施してもらいたい。そこから「制度化

すべき本プロジェクトの経験」が見えてくるものと予想される。 

                                                        
18 Project on Strengthening the Monitoring and Evaluation System in Nepal, Phase 2 
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上に示したようなプロジェクトの制度・政策化や他のプロジェクト及び省庁との連

携、経験共有は、プロジェクトの C/P 機関からは出難い発想である。これを「C/P の

主たる関心ではなくオーナーシップがない」と捉えてやらない選択肢もあると思うが、

国全体のことを考えて専門家主導でこのような活動をはじめ徐々に C/P のオーナーシ

ップを高めていく方法もあると思う。1990 年代から継続している本プロジェクトには、

その程度のやや困難な課題、アプローチにも挑戦してもらいたいと期待している。 
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